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はじめに

武蔵村山市教育委員会では、教育を取り巻く様々な状況の変化を踏まえながら、市民の

皆様からの御意見を計画等に反映しつつ、教育行政に取り組んでまいりました。

平成２７年４月１日には、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正す

る法律」が施行され、本市では、教育長の任期が平成２７年３月３１日であったことから、

４月１日より新制度へと移行し、責任体制の明確化、市長部局との連携強化を図り、更に

充実した教育行政を推進しているところです。今回の改正は、教育の政治的中立性、継続

性・安定性を確保しつつ、地方教育行政における責任の明確化、迅速な危機管理体制の構

築、首長との連携強化を図るとともに、地方に対する国の関与の見直し等、制度の抜本的

な改革を行うものです。

このように法律が一部改正される一方で、従来どおり、全ての教育委員会は、毎年、そ

の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関す

る報告書を作成し、議会に提出するとともに公表することが定められています（地方教育

行政の組織及び運営に関する法律第２６条第１項）。また、点検及び評価を行うに当たっ

ては、客観性を確保するために、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図ること

としております（同法第２６条第２項）。

今後も教育環境の変化が予想される中で、教育委員会が自ら、その事務を着実かつ効果

的に行っているかどうかを定期的に検証し、事務の見直しを図っていくことが必要となっ

てきます。そこで、平成２３年１２月に決定した教育目標を踏まえ策定した「武蔵村山市

教育振興基本計画」に基づき推進している教育施策の取組状況について、同法の規定に準

拠し、自己評価を行うとともに、有識者の知見の活用を図り点検・評価を実施しましたの

で、ここに報告します。

≪地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）≫

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任

された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任さ

れた事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果

に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の

知見の活用を図るものとする。
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１ 実施方法

⑴ 点検及び評価の対象について

点検及び評価の対象とする事務事業は、平成２４年３月に策定した武蔵村山市教育振興基

本計画に定める重点施策の主要事業のうち、教育行政の推進上重要な課題に係るもの、その

他点検及び評価を行うことが必要と認める事務事業を対象として、武蔵村山市教育委員会事

務事業点検及び評価に関する有識者（以下「有識者」という。）の意見を聴いた上で教育委

員会が選定したものとする。

⑵ 評価結果の取扱いについて 

教育委員会が行う事務事業の点検及び評価に関する結果を報告書としてとりまとめ、毎年

９月開会の市議会定例会に提出し公表するとともに、翌年度における施策、事業の改善に役

立てるものとする。

⑶ 評価実施の流れについて 

ア 一次評価（事業所管課）

平成２４年３月に策定した武蔵村山市教育振興基本計画に定める主要施策・主要事業の

ほか、新たに取り組んでいる事業等、計６７事業（４ページ参照）について、事業所管課

で一次評価を行う。

イ 二次評価（有識者）

一次評価を行った６７事業の中から、有識者において７事業を選定し、二次評価を行う。

ウ 教育委員会における協議・議決

平成２７年第７回武蔵村山市教育委員会定例会において協議し、議決する。

エ 議会への報告書の提出及び公表

教育委員会において点検及び評価を行い、その結果を取りまとめた報告書を議会に提出

するとともに、市民へ公表する。

⑷ 点検及び評価に関する有識者について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第２項の規定に基づき、教育委員会が

行った事務事業の点検及び評価の結果については、有識者から意見をいただくこととした。
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有識者の区分、会議の開催状況等については、次のとおりである。

ア 有識者名簿 （敬称略）

氏 名 区 分 備 考

近
こん

藤
どう

精
せい

一
いち

教育に関し学識経験を有する者 大学院特任教授

清
し

水
みず

真
ま

弓
ゆみ

教育に関し識見を有する武蔵村山市民

細
ほそ

渕
ぶち

はるみ 公募に応じた保護者

イ 有識者会議開催状況

回 開催期日 内 容

１ ５月 ７日（木） ○ 実施方法について

２ ６月 ５日（金） ○ 二次評価事業の選定について

３ ７月 ３日（金） ○ 報告書（案）について

ウ 武蔵村山市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価実施要綱

平成２０年１０月 ８日

教委訓令（乙）第３３号

（趣旨）

第１条 この要綱は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号。

以下「法」という。）第２６条の規定に基づき武蔵村山市教育委員会（以下「委員会」とい

う。）が行うその権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（以下「点検及び評

価」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

（点検及び評価の対象）

第２条 点検及び評価の対象とする事務は、点検及び評価を行う年度の前年度の武蔵村山市教育

委員会の基本方針に定める施策に関する事務のうち教育行政の推進上重要な課題に係るものそ

の他点検及び評価を行うことが必要と認める事務として委員会が選定したもの（以下「対象事

務」という。）とする。

２ 委員会は、前項の規定による対象事務を選定しようとするときは、あらかじめ、第４条第１

項の規定により置く武蔵村山市教育委員会事務事業点検及び評価に関する有識者（同項を除き、

以下「有識者」という。）の意見を聴くものとする。

（点検及び評価の実施）

第３条 委員会は、点検及び評価として、毎年度１回、対象事務の取組の状況並びに対象事務の

実施による成果及び課題を整理して、委員会の権限に属する事務の今後の取組の方向性を明ら

かにするものとする。

２ 委員会は、前項の規定による点検及び評価の結果を取りまとめるときは、あらかじめ、その
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内容について、有識者の意見を求めるものとする。

（事務事業点検及び評価に関する有識者）

第４条 教育に関する学識経験を有する者等の知見の活用を図り、点検及び評価の客観性を確保

するため、武蔵村山市教育委員会事務事業点検及び評価に関する有識者を置く。

２ 有識者は、委員会の求めに応じ、委員会が行う対象事務の選定並びに委員会が行った点検及

び評価の結果について意見を述べるものとする。

３ 有識者の定数は、３人とし、教育に関し学識経験を有する者、教育に関し識見を有する武蔵

村山市民及び公募に応じた保護者（法第４条第５項に規定する保護者をいう。）である武蔵村

山市民のうちから委員会が委嘱する。

４ 有識者の任期は、３年とする。

５ 有識者は、再任されることができる。

６ 有識者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

（委任）

第５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める｡

附 則

この要綱は、公布の日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
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２ 点検及び評価結果

武蔵村山市教育振興基本計画に定める重点施策の主要事業のうち、点検及び評価の対象事務

事業として６７事業を抽出し、事業所管課において一次評価を行った。また、これらのうちか

ら有識者が７事業を抽出し、事業所管課から事業内容の説明を受けた上で、当該７事業につい

て有識者が二次評価を行った。

《点検及び評価対象事業一覧》

評価

番号
事 業 名 事業所管課 頁 二次評価実施年度

1 人権教育の推進 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 7

2
人権教育全体計画の作成と人権諸課題に関

する指導の充実
教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 8

3 道徳授業及び道徳授業地区公開講座の充実 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 9 平成 26 年度

4 各教科等における道徳教育の推進 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 10

○5 学力調査の実施 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 11

6 授業改善推進プランの作成・活用 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 13 平成 26 年度

7 漢字検定の実施 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟﾟ 14 平成 24、25 年度

8
個に応じた指導の実施（少人数・習熟度個

別指導・ティーム・ティーチング）
教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 15

9 教育ボランティアの派遣 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 16

10 小学校補助教員の派遣 教育指導課教職員ｸﾞﾙｰﾌﾟ 17 平成 20、23 年度

11 一校一取組・一学級一実戦の推進 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 18

12 東京都統一体力テストの実施・分析 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 19

13 体力向上に向けた指導法の工夫・改善 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 20

14 特別支援教育支援員の配置 教育指導課教育支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ 21

15 巡回相談員の配置 教育指導課教育支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ 22

16 特別支援教育研修の充実 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 23

17 就学支援シート作成・実施 教育指導課教育支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ 24

18
個別の教育支援計画・個別指導計画の作

成・実施
教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 25

19 第三次特別支援教育推進計画の策定 教育指導課教育支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ 26

20 交流及び共同学習の推進 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 27

21 個別学習室における個別指導の推進 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 28

22 通級指導学級における指導の充実 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 29
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評価

番号
事 業 名 事業所管課 頁 二次評価実施年度

23 適応指導教室事業の充実 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 30 平成 25 年度

○24 スクールカウンセラーの配置 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 31

25 スクールソーシャルワーカーの派遣 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟﾟ 33

26 「不登校カルテ」の作成と情報連携 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 34

27
各小・中学校における小中一貫教育カリ

キュラムの活用
教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 35 平成 20、21 年度

28 小中一貫教育の教育効果の検証 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 36

○29
小中一貫教育の市民・保護者等に対する周
知・啓発

教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 37

30 幼保小中等連携の推進 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 39

31

文部科学省・東京都教育委員会・武蔵村山

市教育委員会事業等に係る指定校・推進

校・奨励校等による校内研究の推進と予算

の効果的な活用

教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 40 平成 25 年度

32 コミュニティ・スクールの推進 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 41
平成 23、24、25 年

度

○33 コミュニティ・スクール講演会の開催 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 42

34 「家庭の日」啓発事業の実施 文化振興課生涯学習ｸﾞﾙｰﾌﾟ 44

35 家庭教育講座の実施 文化振興課生涯学習ｸﾞﾙｰﾌﾟ 45

36 家庭教育の啓発資料の配布 教育指導課教育指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 46

37 学校経営方針の作成・推進 教育指導課教育指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 47

38 学校評価による経営改善の推進 教育指導課教育指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 48

39 学校関係者評価委員会の活用 教育指導課教育指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 49

40 ＰＤＣＡサイクルの徹底 教育指導課教育指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 50

41
学校施設（校舎・体育館、プール等）・設

備の改修
教育総務課教育施設担当 51

42 中学校武道場の整備 教育総務課教育施設担当 52

43 校庭芝生の維持管理
教育総務課教育政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ

教育総務課教育施設担当
53

44 学校施設への太陽光パネルの設置
教育総務課教育政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ

教育総務課教育施設担当
54 平成 26 年度

45 教育用・教職員用コンピュータの整備 教育総務課教育政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ 55 平成 26 年度

46 校内ＬＡＮの整備 教育総務課教育政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ 56

47 校務支援システムの導入 教育総務課教育政策ｸﾞﾙｰﾌﾟ 57

48 学校規模等適正化基本方針の改訂 教育総務課学事ｸﾞﾙｰﾌﾟ 58

49 少人数学級編制への対応 教育総務課学事ｸﾞﾙｰﾌﾟ 59

平成 23 年度
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評価

番号
事 業 名 事業所管課 頁 二次評価実施年度

50 学校給食の充実 学校給食課 60 平成 25、26 年度

51
小学校学校給食調理等業務の民間委託の検

討
学校給食課 61

○52 学校給食費会計の公平化・公正化 学校給食課 62
平成 21、22、23、

24 年度

○53 出前講座の充実 文化振興課生涯学習ｸﾞﾙｰﾌﾟ 63

54 市民講座の実施 文化振興課生涯学習ｸﾞﾙｰﾌﾟ 65

55 生涯学習ガイドブックの発行 文化振興課生涯学習ｸﾞﾙｰﾌﾟ 66

56 学習情報提供システムの整備 文化振興課生涯学習ｸﾞﾙｰﾌﾟ 67

57 第二次子供読書活動推進計画の推進 図書館 68

58 図書館の整備 図書館 69

59 図書館総合情報システムの推進 図書館 70

60
近隣市町と連携した図書館の相互利用の推

進
図書館 71

61 学校図書館との連携 図書館 72

○62 スポーツ推進計画の推進
スポーツ振興課スポーツ振

興ｸﾞﾙｰﾌﾟ
73 平成 26 年度

63 地域スポーツの振興
スポーツ振興課スポーツ振

興ｸﾞﾙｰﾌﾟ
75

64 総合型地域スポーツクラブ設立の支援
スポーツ振興課スポーツ振

興ｸﾞﾙｰﾌﾟ
76

65 いじめ問題への取組 教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟﾟ 77 平成 25 年度

66
「領土について理解を深める学習資料」の

作成について
教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 78 平成 25 年度

67
各教科等における日本の伝統・文化教育の

推進
教育指導課指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 79 平成 26 年度

評価のまとめ 80

※ 評価番号に○が付いている事業は、平成２７年度二次評価実施事業。

※ 平成２０年度から平成２４年度までは、教育委員会基本方針に定める施策に関する事務

事業の中から点検・評価を実施し、平成２５年度からは教育振興基本計画に定める重点施

策の主要事業の中から点検・評価を実施している。
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【評価番号１】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 人権教育の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校・家庭・地域、関係学校間の連携のもとに、いじめは絶対に

許されないことを子供たち一人一人に徹底して指導し、あらゆる偏

見や差別をなくすため、全ての教育活動を通して人権教育を推進す

る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２４年実施の「武蔵村山市立学校 生徒会・児童会 いじめ

撲滅サミット」において採択された「いじめ撲滅宣言」を基に、児

童 ・ 生 徒 自 ら が い じ め を 根 絶 し て い く た め の 自 治 的 活 動 を 、 生 徒

会・児童会が中心となり、全小中学校で取り組んでいる。また、若

手教員育成研修などの機会を捉え、児童・生徒に対する人権教育が

適正に行われるよう、教職員の人権感覚を養っている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

道徳教育をはじめとする小・中学校９年間の教育活動全般を通し

て、意図的・計画的・継続的にいじめ撲滅に向けての取組及び指導

を推進していく。また、同様に全ての教育活動を通して人権教育を

推進していく。
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【評価番号２】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 人権教育全体計画の作成と人権諸課題に関する指導の充実

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

児童・生徒が自分の人権のみならず、他人の人権についても正し

く 理 解 し 、 自 分 の 大 切 さ と と も に 他 の 人 の 大 切 さ が 認 め ら れ る よ

う、全ての小・中学校において人権教育全体計画を作成し、全ての

教育活動を通して人権教育を推進する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

全ての小・中学校において、毎年、人権教育全体計画及び年間指

導計画を作成し、それに基づいた人権教育を全ての教育活動を通し

て実施している。また、より充実をさせていくため、人権教育推進

委員会を年５回実施し、東京都教育委員会作成の「人権教育プログ

ラム」やＤＶＤの具体的活用方法や、授業実践の情報交換等を行い、

同全体計画及び年間指導計画の内容を不断に見直す機会を設け、充

実を図っている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

全ての小・中学校において、毎年、人権教育全体計画及び年間指

導計画を作成し、人権教育推進委員会において武蔵村山市全体の人

権教育の推進を図る。
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【評価番号３】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 道徳授業及び道徳授業地区公開講座の充実

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

各学校における道徳の時間を道徳教育の要の時間と位置付け、各

教科等における道徳教育との密接な関連を図りながら、計画的発展

的 に 道 徳 的 価 値 や 人 間 と し て の 生 き 方 に つ い て 自 覚 を 深 め ら れ る

ようにするとともに、道徳的実践力を育成する。

また、毎年度「道徳授業地区公開講座」を実施し、家庭や地域と

連携して子供たちの豊かな心を育むとともに、道徳教育の一層の充

実を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

各 学 校 に お け る 道 徳 の 時 間 を 要 と し た 道 徳 教 育 を 充 実 し て い く

ため、平成２４年度より、各学校の道徳教育推進教師を対象とした

「道徳教育推進委員会」を年３回設定し、道徳教育推進教師の資質

向 上 に 係 る 研 修 や 、 具 体 的 な 取 組 に つ い て の 情 報 交 換 を 行 っ て き

た。また、平成２５年度より、道徳教育推進委員会において授業実

践を通した研究協議を行い、道徳の時間の在り方についても、小中

連携で進めている。

「道徳授業地区公開講座」については、各学校で全学級の道徳の

時間の授業公開を行うとともに、教員、保護者、地域の方々等が連

携して子供たちの豊かな心を育むための機会として、意見交換会を

実施したところである。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

各学校の道徳教育推進教師を対象とした「道徳教育推進委員会」

を年３回実施する。また、道徳授業地区公開講座の参加者数を増や

すための工夫について、各学校へ助言していく。
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【評価番号４】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 各教科等における道徳教育の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

各学校における道徳の時間を道徳教育の要の時間と位置付け、各

教科等における道徳教育との密接な関連を図りながら、計画的発展

的 に 道 徳 的 価 値 や 人 間 と し て の 生 き 方 に つ い て 自 覚 を 深 め ら れ る

ようにするとともに、道徳的実践力を育成する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

各 学 校 に お け る 道 徳 の 時 間 を 要 と し た 道 徳 教 育 を 充 実 し て い く

ため、平成２４年度より、各学校の道徳教育推進教師を対象とした

「道徳教育推進委員会」を年３回設定し、道徳教育推進教師の資質

向上に係る研修や、具体的な取組についての情報交換を行った。ま

た、平成２５年度より、道徳教育推進委員会において授業実践を通

した研究協議を行い、道徳の時間の在り方についても、小中連携で

進めている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

各学校の道徳教育推進教師を対象とした「道徳教育推進委員会」

を年３回実施する。また、道徳授業地区公開講座の参加者数を増や

すための工夫について、各学校へ助言していく。
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【評価番号５】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 学力調査の実施

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

児童・生徒の学力向上を図るために、市内全小学校第３学年及び

中学校第１学年を対象に、「児童・生徒の学力向上を図るための調

査（市調査）」を実施するとともに、文部科学省実施の「全国学力・

学習状況調査」及び東京都教育委員会実施の「児童・生徒の学力向

上を図るための調査（都調査）」に参加し、成果を検証する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

1,057 千円

（ 1,057 千円）

1,123 千円

（ 1,123 千円）

1,072 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

児童・生徒の学力向上を図るために、市内全小学校第３学年及び

中学校第１学年を対象に、「児童・生徒の学力向上を図るための調

査（市調査）」を実施した。東京都教育委員会実施の「児童・生徒

の学力向上を図るための調査（都調査）」の調査結果及び授業改善

のポイントについては、印刷したものを各学校へ配布した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き各学力調査を実施するとともに、その成果検証を各学校

における授業改善の具体的手だてへとつなげていく。

二次（外部）

評 価

○ 設置主体者が異なる市調査、都調査、国調査の目標や特長を精

査し、３つの調査の関連性や相互性を明確にし、本地区の学力の

状 況 を 正 確 か つ 的 確 に 把 握 し よ う と す る 姿 勢 は 立 派 で あ る 。 ま

た、この調査結果を受けて、毎年、教育委員会と学校が学力向上

のための対策を協働して行っていることも高く評価できる。

武蔵村山市の児童・生徒の学力の状況は極めて憂慮すべき状況

にあったとうかがっているが、近年では、一部の学校や教科にお

いては東京都の平均を上回るという状況も見られている。これら

の 成 果 が ど の よ う な 施 策 や 営 み に よ っ て な さ れ た の か を 明 ら か

に し 、 そ の 成 果 を 市 内 の 全 て の 学 校 で 生 か す よ う に 工 夫 さ れ た

い。将来的には、武蔵村山市の学力向上施策が他の自治体にも影

響を及ぼす存在になることを期待している。

また、一方、調査の成果や活用などについて、地域や保護者の

方々への説明責任を十分に果たすとともに、家庭・地域社会にお

※二次（外部）評価対象事業
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二次（外部）

評 価

ける一層の教育力の向上を図っていただきたい。

○ 学力調査の結果をしっかりと研究し、学力向上を目指している

点は高く評価できる。

今年度より塾の講師を補習教室として招き入れることで、更に

児童・生徒の学力向上につながることを期待する。

○ 学 力 調 査 の 結 果 に つ い て は 、 市 内 の 学 校 で も 差 が あ る よ う だ

が、東京都の平均点を超える学校はどのような違いがあるのかも

検証し、他の学校に示していただきたい。また、成果検証をした

結 果 の 各 学 校 に お け る 授 業 改 善 の 具 体 的 手 だ て の 内 容 が あ ま り

見えてこないので、分かりやすい広報が必要である。
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【評価番号６】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 授業改善推進プランの作成・活用

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

諸学力調査の結果等に基づき、各学校において「授業改善推進プ

ラン」を作成し、授業の質的向上を図るとともに、児童・生徒一人

一人の学力向上を目指す。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

各学校において、４月実施の「児童・生徒の学力向上を図るため

の調査（市調査）」及び「全国学力・学習状況調査」、７月実施の「児

童・生徒の学力向上を図るための調査（都調査）」の調査結果を踏

まえ、９月中旬までに授業改善推進プランを作成し、ホームページ

等を活用して公開をしている。個々の教員が授業改善推進プランを

作成することを通して、児童・生徒の実態を踏まえた日々の授業改

善及び個に応じた指導の充実が図られた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引 き 続 き 諸 学 力 調 査 の 結 果 分 析 を 通 し た 各 学 年 の 実 態 把 握 を 踏

まえ、授業改善推進プランを作成・活用することで、一人一人の児

童・生徒に応じた指導の充実を図っていく。
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【評価番号７】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 漢字検定の実施

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

小学校第４学年の全児童及び中学校第２学年を対象とし、財団法

人日本漢字能力検定協会が実施する漢字検定を受検させ、児童に技

能検定試験合格という具体的な努力目標をもたせることで、学習に

対する意欲の向上と、基礎的・基本的な学力の定着を図ることを目

的とし、実施する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

2,491 千円

（ 2,294 千円）

1,854 千円

（ 1,859 千円）

2,844 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

漢字検定事業は、小学校第３学年及び第４学年の全児童を対象と

し 、 財 団 法 人 日 本 漢 字 能 力 検 定 協 会 が 実 施 す る 漢 字 検 定 を 受 検 さ

せ、児童に技能検定試験合格という具体的な努力目標をもたせるこ

とで、学習に対する意欲の向上と基礎的・基本的な学力の定着を図

ることを目的とし、平成１７年度から実施している。

平成２６年度からは予算の関係により、小学校第４学年及び中学

校第２学年全生徒を対象として実施したところである。

平成２６年度の合格率は、小学校 78.6％、中学校 24.5％。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平成２７年度についても、小学校第４学年と中学校第２学年の全

児童・生徒を対象として引続き実施する

漢字検定を通じて、小・中学校９年間を通して学習意欲の向上と

基礎的・基本的な学力の定着を図っていく。
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【評価番号８】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名
個に応じた指導の実施（少人数指導、習熟度別指導、ティーム・テ

ィーチング）

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

児童・生徒の個に応じたきめ細やかな指導を行い、学習意欲の向

上や学力の向上を図るため、少人数指導、習熟度別指導、ティーム・

ティーチング等による指導を実施する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

全小・中学校において、児童・生徒への個に応じたきめ細やかな

指導を通して、学習意欲の向上や学力の向上を図るために、少人数

指導、習熟度別指導、ティーム・ティーチング等による指導を実施

した。少人数指導により、一人一人の児童・生徒に対して教員が丁

寧に説明でき、児童・生徒の理解が深まったり、理解に時間のかか

る児童・生徒が習熟度別指導によって意欲的に取り組んだりするな

ど、具体的な児童・生徒の姿として、その成果が表れていた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き、全小・中学校において、児童・生徒への個に応じたき

め細やかな指導を通して、学習意欲の向上や学力の向上を図るため

の少人数指導、習熟度別指導、ティーム・ティーチング等による指

導を実施していく。
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【評価番号９】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 教育ボランティアの派遣

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

市内小・中学校で教科学習や様々な体験活動等を実施するに当た

り、支援者として地域からボランティアを募り、その方の知識・技

能の提供を受けることにより、学校教育の一層の充実を図るととも

に、地域に開かれた学校づくりに寄与することを目的とする。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

3,368 千円

（ 3,306 千円）

3,336 千円

（ 2,723 千円）

3,336 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

全小・中学校に教育ボランティアを派遣し、授業等を含めた様々

な場面において活用した。市内全小・中学校に、延べ２，４７９日

の教育ボランティアを派遣した。授業等において個に応じた指導を

充実させ、児童・生徒の基礎的・基本的な知識技能の定着が図られ

た。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

地域人材等を活用し、個に応じた指導を一層充実させ、児童・生

徒の基礎的・基本的な知識・技能の定着及びそれらを活用した思考

力・判断力・表現力の育成を図る。
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【評価番号１０】

所管課名 教育指導課 教職員グループ

事 業 名 小学校補助教員派遣事業

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

１ 内容

市 内 全 小 学 校 に 多 様 な 経 験 を 有 す る 社 会 人 等 を 補 助 教 員 と し

て派遣し、その知識、経験を児童の指導等に活用することにより、

一人一人に目の行き届いた教育の実現に資するとともに、地域で

学校を支える態勢づくりを支援する。

２ 職務の内容

(1)児 童 の 学 校 生 活 全 般 (2)各 教 科 又 は 総 合 的 な 学 習 の 時 間 等

の指導 (3)学校内外の体験活動 (4)読書活動 (5)コンピュータの

活用(6)障害のある児童の指導(7)その他

３ 勤務時間及び賃金

(派遣時間) １人当たり 年７７８時間

(謝金 ) １時間当たり １，０００円

４ 派遣人数

平成２２年度より、大規模校（１７学級以上）について２名を

派遣することとした。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

10,114 千円

（ 9,464 千円）

10,114 千円

（ 10,114 千円）

9,492 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

⑴ 児童の実態に即した指導が徹底している。 

⑵ 個別の支援が必要な児童にきめ細かな指導ができている。 

⑶ 基礎・基本の定着が図られる。 

⑷ 個別に配慮を要する児童の生活習慣や規範意識の形成が推進

されている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

各学校における補助教員の活用状況を精査し、より有効かつ効率

的な運用を図っていく。
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【評価番号１１】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 一校一取組・一学級一実践の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

児童・生徒の体力向上を図るため、各学校の実態に応じて、一校

一取組及び一学級一実践を計画的に推進する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

各学校では、東京都統一体力テストの分析結果等を踏まえ、自校

の体力課題を把握し、その課題解決に向けた取組を「一校一取組」

として、小学校では各学級における「一学級一実践」を加えて実践

してきた。体育・保健体育の授業改善はもとより、休み時間におけ

る５分間走や、放課後の学級対抗のミニオリンピックの実施等、運

動の日常化を図るための取組を充実させることができた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き、全市的な体力課題及び各学校特有の体力課題を踏まえ

た一校一取組及び一学級一実践の充実を図り、児童・生徒が自ら体

力を高めるための意欲をもたせ、体力向上を図っていく。
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【評価番号１２】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 東京都統一体力テストの実施・分析

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

東京都教育委員会との連携により、体力テストを実施することに

より、児童・生徒の体力の実態を把握し、実態に応じた体力向上全

体計画を作成するとともに、体育需要の改善を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

各学校では、東京都統一体力テストの分析結果等を踏まえ、自校

の体力課題を把握し、その課題解決に向けた取組を「一校一取組」

として、小学校では各学級における「一学級一実践」を加えて実践

してきた。また、体力課題を踏まえた体育・保健体育の授業改善を

推進するために、体力テストの分析結果を踏まえた体力向上全体計

画を各学校で作成し、計画に基づいた取組の推進が図られた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

東京都教育委員会と連携した体力テストを引き続き実施し、市全

体及び各学校の体力の変化を経年で分析を行い、それぞれの取組の

成果と課題を検証するとともに、今後の体力向上に向けた取組に資

する分析を行っていく。
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【評価番号１３】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 体力向上に向けた指導法の工夫・改善

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

各小・中学校の体力向上全体計画を踏まえ、体力の向上及び健康

の保持増進を図るため、体育の時間内で運動量を増やす等、指導法

の工夫・改善を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

各小・中学校で作成した体力向上全体計画を基に、体力向上及び

健康の保持増進に係る取組を推進した。また、生涯にわたって運動

に 親 し む 資 質 や 能 力 を 育 む た め の 体 育 及 び 保 健 体 育 の 授 業 改 善 に

努めた。さらに、各家庭における取組を併せて充実するため、保護

者啓発資料「レッツトライスポーツ」を年間２回発行し、親子で体

力向上に取り組めるよう促した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

各小・中学校の体力向上全体計画を踏まえた取組、体育及び保健

体育における指導法の一層の充実を図るとともに、保護者への啓発

を継続していく。
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【評価番号１４】

所管課名 教育指導課 教育支援グループ

事 業 名 特別支援教育支援員の配置

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学 校 生 活 を 営 む 上 で 支 援 を 必 要 と す る 発 達 障 害 等 の あ る 児 童 又

は生徒が在籍する学校に当該児童・生徒の介助その他の支援を行う

ため、特別支援教育支援員（以下「支援員」）を配置し、当該児童・

生徒の教育の充実を図ることを目的としている。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

3,498 千円

（ 2,280 千円）

3,498 千円

（ 1,858 千円）

5,247 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２６年度は、特別支援学級に在籍している児童２名及び通常

学級に在籍している児童２名に対し、それぞれ１名の支援員を配置

し、身辺支援や安全確保などの支援を行った。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平 成 １ ９ 年 度 に 従 前 の 特 殊 教 育 か ら 特 別 支 援 教 育 に 移 行 し て 以

来 、 本 市 で も 通 常 学 級 や 特 別 支 援 学 級 に 在 籍 す る 支 援 を 要 す る 児

童・生徒が増加しており、今後もその傾向が続くことが見込まれる。

就学支援委員会の審議案件は、平成２６年度５７件であり、平成

２１年度の１８件と比較して、３９件（ 216.7％）の大幅な増加と

なっており、入級支援委員会の審議案件についても、平成２６年度

の １ ２ ５ 件 と 平 成 ２ １ 年 度 の ２ ５ 件 を 比 較 し て 、 １ ０ ０ 件

（400.0％）の増と、こちらも大幅な増加となっている。

このような状況の中、各学校における当該児童・生徒に対する支

援策の一つとして、支援員の配置は今後も不可欠である。
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【評価番号１５】

所管課名 教育指導課 教育支援グループ

事 業 名 巡回相談員の配置

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

武蔵村山市立学校に在籍する学習障害、注意欠陥多動性障害、高

機能自閉症などの障害を有する児童及び生徒のうち、当該障害に応

じ た 特 別 の 指 導 を 行 う 必 要 が あ る も の に 対 す る 教 育 を 適 切 に 行 う

ために、武蔵村山市特別支援教育巡回相談員（以下「巡回相談員」）

を設置している。

巡回相談員は、学識経験者や東京小児療育病院の医師、都立特別

支援学校のコーディネーター等を選任し、市教育委員会の求めに応

じて市立学校を訪問し、在籍する教育上特別の支援を必要とする児

童・生徒に対しての行動観察や、当該学校で行われる特別支援教育

に関し、専門的な見地から様々な助言又は援助を行う。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

899 千円

（ 541 千円）

905 千円

（ 208 千円）

905 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

巡回相談員は平成２０年度に制度化し、平成２０年度に１９件、

２１年度に３２件、２２年度に３８件、２３年度に３１件、２４年

度に２７件、２５年度に３０件、２６年度に２３件と推移している。

巡回相談を実施した児童・生徒等については特別支援教育専門委員

会において報告し、当該児童・生徒の特性や指導上の留意点などに

ついての意見交換を通じ、委員相互の共通理解を深め今後の指導に

生かしている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平 成 １ ９ 年 度 に 従 前 の 特 殊 教 育 か ら 特 別 支 援 教 育 に 移 行 し て 以

来、本市でも特別支援学級に在籍する児童・生徒が増加しており、

今後もその傾向が続くことが見込まれ、巡回相談員制度は教育上特

別の支援を必要とする児童・生徒の教育環境の確保に向けて有効な

制度であるため、継続して実施していく必要がある。
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【評価番号１６】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 特別支援教育研修の充実

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

特別支援教育研修会を実施するとともに、各学校の特別支援教育

コーディネーターを中心に、各学校の実態に応じた研修会を計画的

に実施する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

「特別な支援が必要な児童・生徒への指導の充実」というテーマ

で 、 特 別 支 援 教 育 コ ー デ ィ ネ ー タ ー と 希 望 す る 教 員 を 対 象 と し た

「特別支援教育研修会」を夏季休業日中に実施し、３２名が参加し

た。また、若手教員育成研修においても、計画的に特別支援教育に

関する研修を実施した。

さらに、特別支援学級における授業改善を図るために、授業ユニ

バーサルデザインを主題として、授業実践を通した「特別支援学級

研修会」を１２月に実施した。両研修会を通して、特別支援学級に

おける指導の充実はもとより、通常の学級における特別の支援が必

要な児童・生徒に対する特別支援教育の充実が図られた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

夏季休業日中の「特別支援教育研修会」及び１２月実施予定の「特

別支援学級研修会」を継続して実施するとともに、若手教員育成研

修の中でも、引き続き特別支援教育の充実を図るための研修を実施

していく。
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【評価番号１７】

所管課名 教育指導課 教育支援グループ

事 業 名 就学支援シート作成・実施

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

就学支援シートは、子供たち一人一人が豊かで楽しい学校生活を

送ることができるよう、保護者と幼稚園・保育園・療育機関が協力

して作成し、子供たちが就学する学校に引き継ぐものである。

本市では、平成２３年度に試行実施し、平成２４年度から市内全

ての幼稚園・保育園で実施している。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

就学支援シートは内部印刷で作成するため、予算措置はない。

平成２３年度の試行時における回収率は１０．０％（９園の対象

者３４１人中３４人が提出）で、平成２４年度は１４．６％（１８

園の対象者６５８人中９６人が提出）、平成２５年度は１３．２％

（２０園及び在宅の対象者６４９人中８６人が提出）、平成２６年

度は１０．５％（１８園の対象者６８５人中７２人が提出）であり、

対象となる就学前児童のおおむね１割程度が活用している。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平成２７年度は試行を含め実施５年目となるが、引き続き、就学

支援シートの趣旨や活用方法等について、市報やホームページ等で

周知し、児童・生徒の適切な就学につなげるため、就学支援シート

の活用を啓発していく。
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【評価番号１８】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 個別の教育支援計画・個別指導計画の作成・実施

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

障害のある児童・生徒一人一人のニーズを把握し、学齢期におい

て一貫して的確な支援を行うため、個別の教育支援計画を作成する

とともに、それに基づいた個別指導計画を作成・活用する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

個別指導計画の作成は、特別支援学級に在籍する児童・生徒につ

いては、作成率１００％であった。通常の学級に在籍する児童・生

徒においても、特別な支援が必要な児童・生徒については、作成を

促している。一方、個別の教育支援計画の作成は、特別支援学級に

在籍している児童・生徒についても、作成率１００％を達成してお

らず、特に、中学校での作成率が低い傾向にある。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

就 学 か ら 就 労 ま で を 見 据 え た 個 別 の 教 育 支 援 計 画 の 作 成 を 推 進

するために、就学支援シートを提出した就学時における同計画の作

成や、小学校で作成した同計画を中学校に引き継ぎについて、確実

に進めていけるよう、各学校に指導・助言をしていく。
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【評価番号１９】

所管課名 教育指導課 教育支援グループ

事 業 名 第三次特別支援教育推進計画の策定

区 分 ■単年度 □経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 ■その他

事業の概要

具体的に

記 入

特別な教育支援や発達支援が必要な児童・生徒一人一人に適切な

支援を行うため、「武蔵村山市特別支援教育推進計画策定委員会（以

下「策定委員会」）を設置し、平成２４年度に３回の会議を実施し、

平成２５年２月に「第三次武蔵村山市特別支援教育推進計画（平成

２５～２７年度）」を策定した。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

151 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

必要経費は、平成２４年度に実施した策定委員会に係る学識経験

者等の委員謝礼である。

「 第 三 次 武 蔵 村 山 市 特 別 支 援 教 育 推 進 計 画 」 の 策 定 に あ た っ て

は、第二次計画における取組状況等を踏まえ、子供一人一人の発達

特性や障害の状況に応じた教育を推進するとともに、共生社会の形

成に向けたインクルーシブ教育システムの構築に向けて、学校、家

庭、地域、福祉、医療等の関係機関が連携し、特別支援教育の一層

の推進を図ることとした。

計画期間は平成２５年度から平成２７年度までの３年間とした。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 □継続 □廃止検討 ■その他（必要に応じて適宜検討）

〔具体的な取組〕

当該計画は、３年間を計画期間として策定しているため、次期計

画（「第四次武蔵村山市特別支援教育推進計画（仮称）」）は平成２

７ 年 度 に 策 定 委 員 会 を 設 置 し 、 策 定 に 向 け た 検 討 を 行 う こ と に な

る。

策定に当たっては、これまでの取組状況を調査するなど、計画の

進捗状況等を把握する必要がある。
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【評価番号２０】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 交流及び共同学習の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

特別支援学級に在籍する児童・生徒と、通常の学級に在籍する児

童・生徒との交流及び共同学習を推進し、障害のあるなしにかかわ

らず、共に支え合って生きようとする態度を育む。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

特別支援学級設置校において、特別支援学級に在籍する児童・生

徒と通常の学級に在籍する児童・生徒による交流及び共同学習を推

進するために、特別支援学級に在籍する児童・生徒一人一人の交流

及び共同学習計画を特別支援学級担任が作成した。

同計画に基づき、学級単位ではなく、一人一人の障害の特性に応

じた交流及び共同学習を充実させることができた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

特別支援学級に在籍する児童・生徒一人一人について、それぞれ

の障害特性に配慮した交流及び共同学習計画を、引き続き特別支援

学級担任が作成し、同計画に基づいた交流及び共同学習の充実を図

っていく。
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【評価番号２１】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 個別学習室における個別指導の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

集団での指導だけでは十分に適応できない児童・生徒に対して、

自校における個別学習室等で、人との関わり方を身に付ける指導な

ど、社会的スキルの向上を促す指導を通して、全ての児童・生徒の

集団への適応を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

各小・中学校において、学校規模や施設・設備の実情を踏まえな

がら、学習内容の理解に課題が見られる児童・生徒、生活指導面で

課題の見られる児童・生徒等に対し、個別学習室等における個別指

導を充実させ、下学年の学習内容の指導や、社会的スキルの向上を

促す指導を図ってきた。また、一部の学校では、「学校と家庭の連

携推進事業」を活用して、課題解決を図った。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

学習内容の理解に課題が見られたり、生活指導面で課題が見られ

たりする児童・生徒等に対して、引き続き、個別学習室等における

個別指導を推進し、下学年の学習内容の指導や、社会的スキルの向

上を促す指導の充実を図る。
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【評価番号２２】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 通級指導学級における指導の充実

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

集団での指導だけでは十分に適応できない児童・生徒に対し、通

級指導教室における、社会的スキルの向上を促す指導を通して、集

団への適応を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

通常の学級に在籍する児童・生徒の内、集団での指導だけでは十

分に適応できない児童・生徒が、社会的スキルを身に付けるための

情緒障害等通級指導学級を、小学校で２校、中学校で１校設置して

いる。

通級指導学級の利用に対する需要の高まりを充足するとともに、

一人一人の児童・生徒の社会的スキルを身に付ける指導が充実し、

通常の学級における指導に還元することができた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

集団での指導だけでは十分に適応できない児童・生徒に対して、

社会性や人との関わり方を身に付けるための指導が充実するよう、

引き続き通級指導学級における指導の充実を図っていく。
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【評価番号２３】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 適応指導教室事業の充実

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

不登校や不登校傾向にある児童・生徒の学校復帰支援に向けて、

一人一人の課題にきめ細かく対応するため、適応指導教室における

指導を充実させるとともに、児童・生徒、保護者の心理的な状況や

課題に対して、教育相談室と連携した対応を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

85 千円

（ 85 千円）

85 千円

（ 201 千円）

85 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

適応指導教室が、不登校児童・生徒の保護者に広く認知されるよ

うになり、その利用者は大幅に増加する傾向にある。適応指導教室

に在籍しながら、通室できない者については、教育相談室との連携

を図り、スクールソーシャルワーカーなどによる児童・生徒支援、

保護者支援を行うことができた。個々の課題に適した活動内容や個

別課題を設定し、指導を行った。また、平成２６年度は利用者の内

３名が、学校に完全復帰することができた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き、不登校児童・生徒に対し、学校復帰を最終目標として、

一人一人の課題にきめ細かく対応していくために、教育相談室やそ

の他外部機関等との連携を図りながら、適応指導教室の運営を充実

していく。
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【評価番号２４】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 スクールカウンセラーの配置

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

不登校やいじめ、暴力等の問題を未然に防止するとともに、学校

生活や友人関係などに関する心理的相談を通して、学校への適応を

図るため、スクールカウンセラーを配置する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２５年度は、東京都教育委員会の施策により、都内公立小・

中 学 校 全 校 に ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー が 配 置 さ れ た 。 不 登 校 や い じ

め、暴力等の問題に対して、児童・生徒及びその保護者、教員との

面談を年間、延べ 7,341 回実施し、心理的相談を通して問題の困難

化を未然防止することができた。また、市教育相談室やスクールソ

ーシャルワーカーとの連携を通して、学校だけでは解決が困難な課

題等に対しても、迅速に対応することができた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

各学校に配置されたスクールカウンセラーが、児童・生徒、その保

護者及び教員と心理的相談をすることを通して、不登校やいじめ、

暴力等の様々な問題を未然に防止し、児童・生徒がより良い学校生

活を送ることができる支援を継続していく。

二次（外部）

評 価

○ 本市の全ての小・中学校にスクールカウンセラーを配置された

ことは、教育相談体制が一層整うものと期待している。今後は児

童・生徒及び保護者、教員との面談、相談の件数を確保するとと

もに、相談内容の質や相談の有効性などを分析して、本制度を有

効に機能させていただきたい。

なお、相談対象者の教員については、教員のメンタルケアのた

め に ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー を 活 用 し て い る か の よ う な 誤 解 を 保

護者や市民の方に生じさせないよう配慮していただきたい。

○ ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー と ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー が 連 携

して情報共有している部分は素晴らしいことである。

小学５年生、中学１年生全員と面接することで、児童・生徒が

相談しやすい環境になることを期待する。

○ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーと学校等

※二次（外部）評価対象事業
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との連携により、中学校の不登校の減少につながっているなどの

成果を高く評価する。

スクールカウンセラー等の経験を基に、学校、保護者、地域等

が協力し、力を出し合いながら、様々な課題解決を図り、子供た

ちを育てていけるようにしていきたい。
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【評価番号２５】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 スクールソーシャルワーカーの派遣

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校だけでは解決が困難な事例等に対して、社会福祉等の専門的

な知識・技術を生かして児童・生徒や保護者の相談に応じたり、他

の関係機関との連携を推進したりするために、スクールソーシャル

ワーカーを学校に派遣し、問題の解決を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

2,940 千円

（ 2,856 千円）

2,940 千円

（ 2,939 千円）

2,940 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

２ 名 の ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー が 、 学 校 か ら の 要 望 に 応 じ

て、児童・生徒及びその保護者の相談に応じたり、子ども家庭支援

センター、児童相談所等の関係機関と連携した支援を行ったり、あ

るいは、市福祉関係課との連携を通した支援を行うことで、児童・

生徒に関連した様々な課題解決を行った。また、各学校に定期的に

訪問し、児童・生徒に関する情報収集を行い、今後の支援計画に基

づいた取組を推進することができた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き、各学校からの要請に基づいてスクールソーシャルワー

カーを学校に派遣し、学校だけでは解決が困難な事例等に対して、

社会福祉等の専門的な知識・技術を生かして児童・生徒や保護者の

相談に応じたり、他の関係機関との連携を推進したりすることで、

児童・生徒にまつわる課題の解決を図っていく。
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【評価番号２６】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 「不登校カルテ」の作成と情報連携

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

不登校等の児童・生徒一人一人に対する適切な支援を実現するた

め、各学校において「不登校カルテ」を作成し、学校と教育委員会

との情報連携により、学校復帰支援を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

不登校等の児童・生徒一人一人の「不登校カルテ」を各学校で作

成し、年３回、教育委員会への提出を依頼した。「不登校カルテ」

内の「学校の対応記録」欄から、学校の対応及び不登校児童・生徒

の様子を確認し、関係機関と連絡を取った情報共有や学校の対応へ

の助言等を行い、同カルテを活用した不登校児童・生徒に対する支

援の充実を図ることができた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

不登校等の児童・生徒一人一人に対する適切な支援の充実を図る

ために、引き続き各学校において「不登校カルテ」を作成し、同カ

ル テ を 活 用 し た 学 校 、 教 育 委 員 会 及 び 関 係 機 関 と の 情 報 連 携 に よ

り、学校復帰支援を図っていく。
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【評価番号２７】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 各小・中学校における小中一貫教育カリキュラムの活用

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

市内全小・中学校で小中一貫教育カリキュラム（改訂版）を活用

した授業を意図的・計画的に実施し、小中連携教育を推進する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

小中連携教育推進委員会全１０分科会において、小中一貫教育カ

リキュラム（改訂版）を活用した授業研究を中学校で実施するため、

延べ３３回の委員会又は部会を実施した。実施した授業の学習指導

案及び外部講師による指導についてまとめたものを委員に配布し、

各学校での活用を図った。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平成２６・２７年度における小中連携教育委員会全１０分科会で

の実践内容を整理し冊子にまとめるため、今年度も継続して各教科

等の単元・領域において、小中連携による授業実践研究を推進する

とともに、その取組の成果等を各学校へ還元する。
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【評価番号２８】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 小中一貫教育の教育効果の検証

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

小中一貫校村山学園検証委員会のもと、学校運営やカリキュラム

の実践等について現状を把握し、成果、課題及び改善方法等につい

て検証し、その成果を他校に発信する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

102 千円

（ 56 千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

小中一貫校村山学園検証委員会において、村山学園の運営、小中

一貫教育カリキュラムの実践についての現状並びにその成果、課題

及び改善方法等について検証し、平成２２年度から平成２４年度ま

での３年間をまとめた報告書を平成２５年６月に作成した。同報告

書を市内小・中学校に配布し、小中連携教育の発信校としての役割

を果たした。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平成２７年度大南学園がプレ開校し、平成２８年度には、本開校

の予定である。平成２６年度に、有識者を含めた小中一貫校の在り

方検討委員会を設置し、「施設一体型」「施設隣接型」「施設分離型」

の そ れ ぞ れ の 形 態 に 応 じ た 特 色 あ る 教 育 活 動 の 確 立 を 図 る と と も

に、小中一貫教育の成果を全国に発信する予定である。
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【評価番号２９】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 小中一貫教育の市民・保護者等に対する周知・啓発

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

小中一貫教育について理解を深めるため、市民・保護者等への周

知、啓発を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

80 千円

（ 80 千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

就学時健康診断の通知に当たり、小中一貫校村山学園の学校案内

を同封し、小中一貫教育について周知を図っている。

また、小中一貫校が開校するまでの経緯やその実践について掲載

した「村山学園 手づくりの小中一貫教育」（平成２４年１月に刊

行）を市内図書館に置いているとともに、販売をしている。

平成２６年度に、有識者を含めた小中一貫校の在り方検討委員会

を 設 置 し 、 本 市 の 今 後 の 小 中 一 貫 校 の 在 り 方 に つ い て 検 討 を 行 っ

た。また、第七小学校と第四中学校が施設隣接型小中一貫校として

プ レ 開 校 す る に あ た り 、 そ の 名 称 を 一 般 か ら 公 募 す る な ど し な が

ら、市民・保護者に対し、施策の理解推進を図った。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平成２７年度大南学園がプレ開校し、平成２８年度には、本開校

の予定である。今年度については、校章や校歌の制定などの機会を、

小中一貫校に対する理解推進の場として活用していく。また、将来

的には、全小・中学校が、「施設一体型」「施設隣接型」「施設分離

型」として小中一貫教育を行っていく予定である。教育むさしむら

や ま 等 に よ る 市 民 へ の 理 解 啓 発 及 び 小 中 一 貫 教 育 全 国 サ ミ ッ ト な

どによる情報発信を積極的に行っていく。

二次（外部）

評 価

○ 小中一貫教育の存在については大分認知されてきたが、その教

育内容や効果については必ずしも理解されていない。特に「施設

一体型」「施設隣接型」「施設分離型」のタイプについては、それ

ぞれのタイプの利点や課題を明確にして、市民が安心して子供を

学校に通わせられるように広報活動に努めていただきたい。

また、今後は、学ぶ主体である児童・生徒が自ら通う学校がど

のような学校であるのかを理解させ、新しい学校づくりの担い手

※二次（外部）評価対象事業
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二次（外部）

評 価

としての自覚と誇りをもたせたい。

○ 小中一貫校９年間での教育の中で、児童・生徒にどのような成

果が出るのか等をしっかりと伝えてほしい。結果自体はすぐには

出せないと思うが、市民・保護者に理解していただきながら進め

ていただきたい。

○ 小中一貫校には「施設一体型」「施設隣接型」「施設分離型」の

３つのスタイルのそれぞれの良さを生かし、義務教育９年間で子

供たちを育てていく意義は理解できたが、まだ全地域の保護者に

小中一貫教育について浸透していない。一部だけで理解し推進す

るのではなく、様々な機会を捉え、保護者や地域の方に広報して

いくべきである。
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【評価番号３０】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 幼保小中等連携の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

幼稚園、保育園、小学校及び中学校等との交流、情報の交換、教

員の交流等を通じて幼児、児童、生徒の実態や指導の在り方につい

て連携を図り、小学校・中学校での学習や生活への適応の課題を解

決する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

小学校への入学にあたり、保育園・幼稚園からの引継ぎとして、

指導要録のほか就学支援シート等を活用して、入学児童に対する理

解の共有を図っている。特に、特別な支援を要する児童については、

十分な共通理解が図れるように、丁寧な引継を行っている。また、

小１プロブレムを軽減する目的で、就学予定園児の、小学校行事へ

の参加や、授業見学、小学生との交流活動などを実施している。

小学校から中学校への進学時についても、配慮が必要な児童につ

いての情報共有を図っている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

今後も円滑な接続を図るため、幼稚園・保育園、小学校及び中学

校等との連携を図っていく。
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【評価番号３１】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名

文部科学省・東京都教育委員会・武蔵村山市教育委員会事業等に係

る指定校・推進校・奨励校等による校内研究の推進と予算の効果的

な活用

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

文部科学省・東京都教育委員会・武蔵村山市教育委員会等の指定

校・推進校・奨励校等による校内研究を支援し、特色ある学校づく

りを一層推進する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

25,761 千円

（ 23,676 千円）

24,805 千円

（ 23,181 千円）

15,521 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

全ての小・中学校において、文部科学省・東京都教育委員会・武

蔵村山市教育委員会等の指定・奨励等を複数受け、特色ある学校づ

くりに向けた充実した校内研究に取り組んだ。人権教育の推進、食

育、言語能力の向上、電子黒板・情報機器活用等、各学校における

教育課題の解決に向けた取組を充実させ、各学校での研究発表会又

は教育研究発表会において、全ての小・中学校における取組を市内

全校に向けて発信をし、その成果を還元している。

児童・生徒の主体的に学ぶ意欲等の確かな学力を身に付けさせる

とともに、豊かな心、健やかな体を武蔵村山市全体で育む取組とな

っている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き、文部科学省・東京都教育委員会・武蔵村山市教育委員

会等の指定校・推進校・奨励校等による校内研究を支援し、特色あ

る学校づくりを推進する。
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【評価番号３２】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 コミュニティ・スクールの推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

平 成 ２ ２ 年 １ ２ 月 に 策 定 し た 「 武 蔵 村 山 市 立 学 校 の コ ミ ュ ニ テ

ィ・スクール推進計画」に基づき、平成２３年度から平成２６年度

までの４か年で、市内全小・中学校でコミュニティ・スクールを導

入し、それぞれの地域の特色を生かした学校運営を行う。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

7,816 千円

（ 3,023 千円）

5,985 千円

（ 3,336 千円）

5,073 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

「武蔵村山市立学校のコミュニティ・スクール推進計画」に基づ

き、平成２３年４月に村山学園を指定し、平成２４年４月に第八小

学校、平成２５年４月に第一・第七・雷塚小学校、第一・第三・第

四中学校の６校を指定した。さらに、平成２６年４月に第二・第三・

第九・第十小学校、第五中学校の５校が指定され、それぞれの地域

の特色を生かした学校運営を行っている。

平成２６年度から全校がコミュニティ・スクールに指定されたこ

とから、コミュニティ・スクール総会を開催し、広く市民に周知す

るとともに、今後のコミュニティ・スクールの在り方についての方

向付けを議論した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

全校がコミュニティ・スクールに指定されたことから、今後は、

中校区毎のコミュニティ・スクールの設置を検討し、他校の学校運

営協議会との交流を通して、互いに切磋琢磨しより良いコミュニテ

ィ・スクールの在り方を目指すことを目標とする。
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【評価番号３３】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 コミュニティ・スクール講演会の開催

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

コミュニティ・スクールを普及・啓発していくため、市民等を対

象に講演会を開催する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２６年度から全校がコミュニティ・スクールに指定されたこ

とを記念し、平成２６年１１月に村山学園講堂においてコミュニテ

ィ・スクール総会を開催した。

総会では、文部科学省、東京都からの挨拶（指導・助言）、パネ

ルディスカッション、コミュニティ・スクール指定記念バナー授与、

四中校区、五中校区による事例発表を行い、今後の武蔵村山市のコ

ミュニティ・スクールの在り方についての方向付けがされた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

全校がコミュニティ・スクールに指定されたことから、今後は、

中学校区毎のコミュニティ・スクールの設置を検討し、他校の学校

運営協議会との交流を通して、互いに切磋琢磨しより良いコミュニ

ティ・スクールの在り方を目指すため、コミュニティ・スクール先

進市の担当者を招き取組事例の研究等を実施し、更なるコミュニテ

ィ・スクールの発展を目指していく。

二次（外部）

評 価

○ 全校をコミュニティ・スクールとして設置し、地域に根差した

学 校 運 営 を 一 足 先 に 進 め よ う と す る 姿 勢 や 意 気 込 み を 高 く 評 価

したい。また、学校のあり様を単に冠をすり替えるだけではなく、

指定された全ての学校が、コミュニティ・スクールの設置の理念

や実現のための明確な方向性をもって取り組んでおり、地域とと

もに歩む学校づくりが一層推進できるものと期待できる。武蔵村

山市の取組が我が国のコミュニティ・スクールの一つのスタンダ

ードとして発展することを期待する。

○ コミュニティ・スクール講演会の開催により、地域・保護者の

理解を深め、各学校が特色のある学校になることを期待する。

学校運営協議会等で、それぞれの委員の意見が活発に交換され

※二次（外部）評価対象事業
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ていることは高く評価できる。

○ 保護者に対し、コミュニティ・スクールの説明や報告、委員へ

の依頼等が明確でないため、「何をしたいのか」がうまく伝わっ

てこないのが残念である。一部の方だけの取組と思われないため

に も 、 保 護 者 や 地 域 一 人 一 人 に 何 が で き る の か を 明 確 に す る な

ど、周知に努めていただきたい。
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【評価番号３４】

所管課名 文化振興課 生涯学習グループ

事 業 名 「家庭の日」啓発事業の実施

区 分 ■単年度 □経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

家 庭 の 大 切 さ 、 家 庭 の 役 割 に つ い て 改 め て 考 え る 機 会 と す る た

め、「家庭の日」啓発事業を実施し、家族の絆をつなぐ明るい家庭

づくりの推進を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

青少年健全育成強化月間に合わせてのぼり旗を掲出し、家庭の日

について市民に周知及び普及・啓発を図るとともに、家族の絆をつ

なぐ明るい家庭づくりの推進を図った。

また、１１月１日に市内のスーパーマーケット等で啓発物品及び

チラシを配布し、ＰＲ活動を行った。

低 年 齢 化 す る 犯 罪 行 為 が 問 題 と な っ て い る 中 で 生 活 の 基 盤 と な

る家庭の大切さを周知することができた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

今後も家庭の大切さ、家庭の役割について改めて考える機会とな

るよう市民に周知していく。
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【評価番号３５】

所管課名 文化振興課 生涯学習グループ

事 業 名 家庭教育講座の実施

区 分 ■単年度 □経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

家庭の教育力を高めるため、家庭教育に関する講座を開催する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

78 千円

（ 72 千円）

208 千円

（ 96 千円）

208 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２５年度実績

親子でお菓子作り体験 全 1 回 ７組

「お母さん・お父さんのための子育て講座（心の東京塾）」

１回 ９人

平成２６年度実績

親子のための離乳食づくり 全３回 １０組

「人間関係を育てる力をはぐくむ（心の東京塾）」

１回 ２１人

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

市民が必要とし、興味ある講座内容について検討し、事業を継続

する。
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【評価番号３６】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 家庭教育の啓発資料の配布

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

家庭教育を支援するために、「家庭における５つの実践」啓発パ

ンフレットなどを基に、各校で作成した啓発資料を各家庭に配布す

る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

「家庭における５つの実践」については、教育振興基本計画の中

に入れ、市全体で取り組むべき内容として全ての教職員に周知する

とともに、転入教職員研修会においても配布し、保護者会等で活用

し、各家庭の啓発を図るための説明をした。

学力向上推進委員会作成の保護者啓発資料「レッツ・チャレンジ」

の中でも、「家庭における５つの実践」の内容と学力を結び付けた

資料を作成し、保護者に配布して啓発を図った。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

家庭教育を支援するために、「家庭における５つの実践」啓発パ

ンフレットなどを基に、引き続き、教育委員会作成資料の中で取り

上げて配布したり、各校で作成した資料を配布したりすることを通

して、各家庭に啓発をしていく。
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【評価番号３７】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 学校経営方針の作成・推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

各 学 校 に お け る 教 育 目 標 の 達 成 及 び 特 色 あ る 学 校 づ く り の 推 進

に向け、校長の学校経営方針を一層明確にするとともに、学校経営

方 針 に 基 づ い た 進 行 管 理 表 を 作 成 し 、 学 校 全 体 で そ の 具 現 化 を 図

る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

各学校において、教育目標の達成及び特色ある学校づくりの推進

を図るために、校長は学校経営方針を作成し、その具現化のための

短期的・中期的・長期的目標に基づいた学校経営を実施してきた。

また、学校運営協議会で出された意見や、学校評価の結果を踏まえ、

経営方針への位置付け、見直しを年間を通して図りながら、地域に

根差した特色ある学校づくりを推進してきた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き、各学校において、具体的な学校経営方針を作成し、短

期的・中期的・長期的目標に基づいた学校経営を実施するとともに、

学校運営協議会や学校評価における地域等の意見を十分に踏まえ、

地域に根差した特色ある学校づくりを推進していく。
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【評価番号３８】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 学校評価による経営改善の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校の教育活動その他の学校運営の状況について評価を行い、そ

の結果を学校運営の改善に生かすとともに、評価結果については、

広く保護者等に公表をする。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

全ての小・中学校において、教育活動及びその他の学校運営の状

況について自己評価及び学校関係者評価を行い、家庭学習の定着や

読書活動の充実等、課題となった項目に対して次年度の教育課程編

成に具体的に反映をさせた。また、評価結果については、各小・中

学校のホームページに掲載するとともに、学校だより等において広

く公表をした。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き学校内外からの学校評価を通して、各学校において、必

要とされる教育機能を適切に果たし、地域に根差した特色ある教育

活動が行えているか等について、客観的・総合的に分析し、教育活

動全般の改善を図っていく。
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【評価番号３９】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 学校関係者評価委員会の活用

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校運営の改善に向け、学校関係者評価委員会を活用し、学校が

行う自己評価の客観性・透明性を高めるとともに、評価結果を公表

することにより、学校・家庭・地域の共通理解を深め、相互の連携

を一層推進する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

全ての小・中学校で学校関係者評価委員会又は学校運営協議会に

よる学校関係者評価を実施した。各学校の校長の学校経営方針や特

色ある学校づくり、児童・生徒の様子や小中連携教育等、各学校の

評価項目に即して客観的かつ総合的に評価いただいた。

全小・中学校の全項目の平均評価点は４点満点中３．５点であり、

地域の関係者に学校の取組を理解いただいたとともに、学校が地域

と連携して児童・生徒を育んでいくための相互理解が深まった。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

学校が、学校としての教育機能を適切に果たしているのかについ

て、可能な限り客観的かつ総合的に分析し、教育活動全般の改善を

図るために、引き続き学校関係者評価を実施する。
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【評価番号４０】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 ＰＤＣＡサイクルの徹底

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校評価を踏まえたＰＤＣＡサイクルを徹底し、教職員、児童・

生徒、保護者及び地域が学校教育目標の達成に向けて関わりを深め

ながら教育活動の改善に取り組む。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

中期的・長期的視点からは、学校運営協議会での意見や学校評価

の結果を踏まえ、年度の教育活動を評価し、次年度の教育課程の編

成に生かし、各学校の教育目標の実現に生かしてきた。

短期的視点からは、全体計画及び年間指導計画に基づく毎日の授

業において、児童・生徒の実態やクラスの状況を踏まえながら学習

活動・生徒指導の在り方を適宜見直しながら、教育目標の実現を図

ってきた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

短期的・中期的・長期的な視点からのＰＤＣＡサイクルを徹底し、

学校評価を踏まえ、保護者及び地域との連携を図りながら、全教職

員が、学校教育目標の達成に向けた教育活動の改善に引き続き取り

組んでいく。
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【評価番号４１】

所管課名 教育総務課 教育施設グループ

事 業 名 学校施設（校舎・体育館、プール等）・設備の改修

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 ■法令等 □市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校施設の外装・内装、屋上防水、放送設備、トイレ設備や校庭

の改修等を計画的に行い、教育環境の整備を行う。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

439,225 千円

（ 362,427 千円）

262,961 千円

（ 262,186 千円）

277,083 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

・平成２６年度主な改修工事

第一小学校：屋内運動場床面改修工事

第八小学校：校舎窓枠等建具改修工事（第二期工事）

第九小学校：放送設備改修工事

学校施設については、老朽化した施設・設備の改修を進めるとと

もに、新たな教育内容の変化等に対応した施設整備を進めている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

・平成２７年度主な改修工事

第二小学校屋上防水改修工事、第十小学校屋内運動場床面改修工

事、第八小学校校舎窓枠等建具改修工事（第三期工事）、第四中学

校トイレ改修工事及び放送設備改修工事を予定している。

今後とも、児童・生徒が安全に学校生活を送れるよう、学校施設・

設備について、実施計画事業に基づき、計画的に改修工事を進めて

いく。
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【評価番号４２】

所管課名 教育総務課 教育施設グループ

事 業 名 中学校武道場の整備事業

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 ■法令等 □市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

中学校学習指導要領に基づき、男女共の武道・ダンスが必修化さ

れたことから、武道場が設置されていない中学校に武道場を新設す

る。

・平成２４年度 第四中学校-実施設計

・平成２５年度 第四中学校-監理、工事 第五中学校-実施設計

・平成２６年度 第四中学校-監理、工事（前年度からの繰越部分）

第五中学校-監理、工事（入札不調、打切り）

・平成２７年度 第五中学校-監理、工事（再計上）

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

147,159 千円

（ 73,276 千円）

70,466 千円

（ 69,791 千円）

148,752 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る □ほぼ目標どおり ■目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２６年度事業

・第四中学校武道場整備工事（太陽光パネル含む）（繰越部分）

・第五中学校武道場整備工事（太陽光パネル含む）（入札不調、打

切り）

平成２６年度は、前年度から繰越しの第四中学校武道場整備工事

（太陽光パネル含む）が完了した。また、第五中学校武道場整備工

事を実施する予定であったが、入札不調の為、予算打切りとし、平

成２７年度予算に再計上することとした。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 □継続 □廃止検討 ■その他（平成２７年度まで）

〔具体的な取組〕

平成２７年度事業

・第五中学校武道場整備工事（太陽光パネル含む）

平成２７年度は、第五中学校武道場整備工事を実施する予定であ

る。なお、第一中学校、小中一貫校村山学園第二中学校、第三中学

校及び第四中学校は武道場が整備されている。そのため、平成２７

年度で、中学校全校に武道場整備事業が完了する予定である。
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【評価番号４３】

所管課名 教育総務課 教育政策グループ・教育施設グループ

事 業 名 校庭芝生の維持管理

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

平成２２年１月策定の「武蔵村山市立学校の校庭芝生推進計画」

に基づき、平成２２年度から平成２４年度までの３か年間で、村山

学園を含む市内全１３校に整備した芝生を、各学校に設置したグリ

ーン・サポーターを中心に、適切な維持管理を行う。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

19,001 千円

（ 16,546 千円）

17,003 千円

（ 14,638 千円）

17,003 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□ 目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□ 目標を大幅に下回る

〔説明〕

【芝生整備年度】

平成２２年度：村山学園

平成２３年度：一小、三小、七小、一中、三中、四中、五中

平成２４年度：二小、八小、九小、十小、雷塚小

芝生整備後、各学校で芝生維持管理組織（グリーン・サポーター）

を構築し、維持管理業者等の指導を受けながら、芝刈り作業、散水、

備品の整備等を行い、適切な芝生の維持管理に努めている。また、

第一小学校及び第九小学校では、東京都の校庭芝生化地域連携事業

を活用し、コーディネート役の「グリーンリーダー」を配置するこ

とで、地域と学校の調整を図っていただき、地域と一体となった維

持管理を推進した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平成２５年度以降、教育総務課及び教育施設担当の２課で事業を

進めている。

校庭芝生の維持管理については、「東京都公立学校運動場芝生化

維持管理経費補助金」等の制度を有効に活用しており、平成２７年

度よりその対象期間が３年間から５年間に延長したことから、平成

２７年度は、村山学園を含む全校が補助金の対象となる。

今後も、各学校に設置したグリーン・サポーターを中心に芝刈り等

を行っていくとともに、維持管理業者の助言をいただきながら適切

な維持管理を進めていく。また、児童・生徒の環境教育、情操教育、

体 力 向 上 等 の 視 点 か ら 、 芝 生 を 有 効 に 活 用 し た 教 育 活 動 を 推 進 す

る。
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【評価番号４４】

所管課名 教育総務課 教育施設グループ

事 業 名 学校施設への太陽光パネルの設置

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

温室効果ガスを抑制し、環境にやさしい自然エネルギーを活用し

たエコスクール化を図るため、各小・中学校を対称とした太陽光パ

ネルの設置について推進する。また、設置した太陽光パネルの発電

量、維持管理費や環境教育への効果を検証する。

・平成２４年度 第四中学校-実施設計

・平成２５年度 第四中学校-監理、工事 第五中学校-実施設計

・平成２６年度 第三中学校-実施設計 第四中学校-監理、工事

（前年度からの繰越部分）、第五中学校-監理、

工事（入札不調のため打切り）

・平成２７年度 第五中学校-監理、工事（再計上）

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

11,482 千円

（ 5,715 千円）

5,549 千円

（ 5,495 千円）

8,988 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る □ほぼ目標どおり ■目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２６年度事業

・第三中学校-実施設計（既存校舎屋上に計画）

・第四中学校-監理、工事（前年度からの繰越部分）

・第五中学校-監理、工事（入札不調の為、打切り）

平 成 ２ ６ 年 度 は 第 三 中 学 校 の 校 舎 屋 上 に 太 陽 光 パ ネ ル を 設 置 す

る実施設計を行った。また、第四中学校の太陽光パネルは武道場整

備と共に完了した。なお、第五中学校については入札不調の為、武

道場整備工事と共に打切り、平成２７年度予算に再計上とした。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平成２７年度事業

・第五中学校-工事（武道場含む）

平成２８年度事業

・第三中学校-工事（既存校舎屋上に設置）

・小中一貫校村山学園第二中学校-設計（既存校舎屋上に設置）

平成２９年度

・小中一貫校村山学園第二中学校-工事（既存校舎屋上に設置）

平成２７年度は、第五中学校の武道場整備工事の中で太陽光パネ

ルを設置する予定である。また、第三中学校の工事については、平

成２８年度実施予定。また、小中一貫校村山学園第二中学校につい

ては、平成２８年度に実施設計を行い、平成２９年度に工事を行う

予定である。
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【評価番号４５】

所管課名 教育総務課 教育政策グループ

事 業 名 教育用・教職員用コンピュ－タの整備

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

コンピュータの基本操作の習得や調べ学習等に活用することで、

情報社会に主体的に対応できる情報活用能力を育成するため、教育

用コンピュータの整備を行う。また、情報教育の推進に不可欠な教

職員用コンピュータ及び周辺機器の計画的な整備を行う。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

53,662 千円

（ 50,441 千円）

53,888 千円

（ 51,902 千円）

54,492 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

教育用コンピュータについては、小学校は平成２３年１２月に再

編交付金基金を、中学校は平成２４年９月に特定防衛周辺施設調整

交付金を財源として、ＰＣ教室に各４１台のパソコン及び周辺機器

を整備したことにより、生徒の情報活用能力の育成が促進された。

また、教職員用コンピュータについては、教育委員会でパソコン

を借上げ、学級増等に伴う教職員増にも対応し、小・中学校の全教

職員にパソコンを配備することで事務の効率化が図られている。

今後 の 取 組

の方向性

■拡充 □継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

平成２７年度は、東京都の出前ＩＣＴ環境整備事業及びＩＣＴア

ドバイザリー事業を活用し、雷塚小学校、大南学園第七小学校及び

大 南 学 園 第 四 中 学 校 に タ ブ レ ッ ト 及 び 電 子 黒 板 が １ 年 間 整 備 さ れ

る。そこで、ＩＣＴ機器を活用した教育活動を通じて、効果や指導・

運用にかかる成果を基に、ＩＣＴ教育環境整備計画等の策定に向け

た検討を行っていく。そのほか、第三小学校、村山学園、第三中学

校においても東京都教育委員会学力ステップアップ事業を活用し、

タブレットを整備していく。

なお、教職員用コンピュータについては、平成２１年度学校ＩＣ

Ｔ環境整備事業補助金を活用し整備していることから、校内ＬＡＮ

の 整 備 、 校 務 支 援 シ ス テ ム の 導 入 等 の Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 環 境 整 備 を 含 め

て、今後全小・中学校の機器の入替え整備を検討していく。



- 56 -

【評価番号４６】

所管課名 教育総務課 教育政策グループ

事 業 名 校内ＬＡＮの整備

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校の情報化、教育の情報化を推進するとともに、児童・生徒の

情報活用能力の向上に向け、校内ＬＡＮの整備を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る □ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

■目標を大幅に下回る

〔説明〕

校内ＬＡＮの整備には至っていないが、児童・生徒の情報活用能

力の向上のため、教育用コンピュータをＰＣ教室に設置し、コンピ

ュータの基本的な操作の習得や調べ学習等に活用している。

そのほか、体育館に、通信事業用機器等を設置し、災害時には使

用できるように整備している。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 □継続 □廃止検討 ■その他（検討）

〔具体的な取組〕

平成２７年度は、東京都の出前ＩＣＴ環境整備事業及びＩＣＴア

ドバイザリー事業等により、普通教室に無線環境が１年間整備され

る学校があるため、今後の校内ＬＡＮ導入に向けてＩＣＴ教育環境

整備計画等を策定し、市全体の方向性を取りまとめ、全ての児童・

生徒が同じ環境で利用することができ、教職員の校務の共有化、効

率化が図れるよう、教育用・教職員用コンピュータの整備、校務支

援 シ ス テ ム の 導 入 等 の Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 環 境 整 備 を 含 め て 引 き 続 き 検 討

する。



- 57 -

【評価番号４７】

所管課名 教育総務課 教育政策グループ

事 業 名 校務支援システムの導入

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

校務の効率化と情報の共有化を図るため、市内全校に校務支援シ

ステムを導入する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

2,541 千円

（ 2,541 千円）

2,541 千円

（ 2,541 千円）

3,297 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る □ほぼ目標どおり ■目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

教員の事務負担の軽減と学習の充実等を図ることを目的に、小中

一 貫 校 村 山 学 園 で は 平 成 ２ ３ 年 １ １ 月 に 校 務 支 援 シ ス テ ム を 導 入

し、教員の学校業務全般（校務・事務関連・成績関連等）のデータ

の一元化、また、グループウェア機能（掲示板）を利用した情報の

共有化を図っている。

その結果、子供とのふれあいの時間が増加し、教育の充実に寄与

している。

しかし、全校への導入には至っていない。

今後 の 取 組

の方向性

■拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

教員の学校事務全般のデータを一元管理することで、教員の事務

負担を軽減し、児童・生徒への指導や授業の準備等の時間を確保す

ることができる。そこで、小中一貫校村山学園の校務支援システム

の導入効果等を検証するとともに、小中一貫校村山学園を除く小・

中学校への校務システムの導入について、教育用・教職員用コンピ

ュータの整備、校内ＬＡＮの整備等のＩＣＴ教育環境整備を含め、

引き続き検討する。
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【評価番号４８】

所管課名 教育総務課 学事グループ

事 業 名 学校規模等適正化基本方針の改訂

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 ■その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校規模等適正化基本方針は市立学校の現状を検証し、今後本市の市立

学校を取り巻く環境の変化に対応していくための基本方針を明らかにし

たものである。

この基本方針は国・東京都の指針等の動向を踏まえながら、各学校

の学級数の適正を規定している。

本市の適正規模の基準

・小学校 各学年の学級数２～４学級 学校全体で１２～２４学級

・中学校 各学年の学級数３～６学級 学校全体で９～２４学級

※ただし、小・中学校ともに最大学級数については、各学校の施設

の状況に応じ対応するものとする。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

適正化を図るに当たって、学校基本調査における児童・生徒数や

や 学 級 数 等 の 将 来 予 測 及 び 市 内 在 住 の 幼 児 数 に よ る 将 来 推 計 や 考

慮すべき事項、あるいは適正化に対する基本的な考え方、適正規模、

適正配置に関する基準等検討し、整理を行っている。

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 に 策 定 さ れ た 基 本 方 針 の 中 で 想 定 さ れ た 対 応 す

べき学校においては、児童・生徒数の増加に伴い教室の増築を行い

対応している。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 □継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

新たな学校施設を設置することについては、設置に必要な用地の

確保や施設の建設に要す財源の確保、将来に渡る恒常的な需要の有

無等に関しての課題があり、慎重な対応が求められる。

このため、現時点での適正配置の基準については、既存の学校施

設を有効利用することを基本に行うこととする。
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【評価番号４９】

所管課名 教育総務課 学事グループ

事 業 名 少人数学級編制への対応

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 □市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 ■その他

事業の概要

具体的に

記 入

平成１３年度の「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律」（以下「標準法」）の改正に基づき、都道府県

教育委員会の判断により、児童・生徒の実態等を考慮して、必要と

認められる場合には、国の基準を下回る基準を定めることができる

学級編制の弾力化が図られた。

東京都においては、平成２２年度から小１問題、中１ギャップの

予防・解決のために、学級規模等の縮小等の施策を実施することと

し、３９人以下の学級編制の導入をしているところである。

本市においては、東京都教育委員会が定める毎年４月１日を基準

日に小学校１・２年生及び中学校１年生を３５人学級として学級編

制の届出を行っている。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平 成 １ ３ 年 ４ 月 に 「 標 準 法 」 が 改 正 さ れ 、 東 京 都 教 育 委 員 会 が

４０人を下回る数の基準を定めることが可能となった。

東京都教育委員会では、毎年４月１日を基準日として、区市町村

教育委員会からの学級編制に係る協議を受け、同意を行っている。

本市では、小１・中１の入学直後の時期の重要性に鑑み、小１問

題・中１ギャップの予防・解決のための教員加配として、小学校第

１学年、第２学年及び中学校第１学年において、学習規律が確保で

きないことを、また、学校不適応が発生することを予防・解決する

ため、当該学年において、１学級当たりの平均児童数が３５人を超

える場合に教員を加配し、学級規模の縮小を行っている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

国、東京都の動向を踏まえ、平成２３年４月に報告された「武蔵

村山市立学校小人数学級編制対応報告書」を参考に各学校の少人数

学級編制を行っていく。
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【評価番号５０】

所管課名 学校給食課 学校給食センターグループ

事 業 名 学校給食の充実

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校給食に地場食材を積極的に取り入れる。また、児童・生徒に

身近な教材である学校給食を通して、食料の生産・流通や地域の食

文化及び適正な食生活の理解を深める。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

※ 地 場 食 材 購 入 額 千円

（ 5,207 千円）

※ 地 場 食 材 購 入 額 千円

（ 8,385 千円）

千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

■目標を上回る □ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

地元農業者の協力を得て、地元産の野菜・果物１８品目、34,038

㎏を学校給食で使用した。武蔵村山市教育振興基本計画における地

元 産 野 菜 ・ 果 物 の 使 用 量 の 平 成 ２ ８ 年 度 末 の 目 標 値 は ２ ２ 品 目 、

19,600 ㎏であり、使用量は、目標を大きく上回った。

また、地域の食文化や適正な食生活の理解を深めるため、行事食

を実施するとともに、毎月の予定献立表において、食に関する情報

提供を行った。

さらに、平成２６年度は、和文化教育全国大会が本市で開催され

ることを受け、１１月１７日から２０日までを「和食週間」に設定

し、和食を意識した給食の提供を行った。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き、毎月の予定献立表を活用した食に関する情報の提供、

旬の食材の使用や行事食・郷土食献立の実施など、学校給食を生き

た教材として活用した食育を推進する。

また、地元の農業者の協力を得ながら、地場産食材を学校給食に

積極的に活用する。
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【評価番号５１】

所管課名 学校給食課 学校給食センターグループ

事 業 名 小学校学校給食調理等業務の民間委託の検討

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

老 朽 化 し た 市 立 学 校 給 食 セ ン タ ー の 施 設 の 更 新 と こ れ に 合 わ せ

た小学校学校給食調理等業務の民間委託の実施について検討する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

5,850 千円

（ 698 千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２５年３月に、武蔵村山市立学校給食センターの今後のあり

方等検討委員会から最終報告があり、市立学校給食センターについ

ては、現在の施設を更新した上で、調理等業務については民間に委

託することが適当であるとされた。

その後、旧第二学校給食センター用地等を活用して施設整備を行

う方向となったが、当該用地は現在の給食センター用地の６割程度

となるため、どのような施設の整備が可能かを含めた基本設計を行

うこととなり、平成２６年度にこれを実施した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

基本設計の結果、おおむね想定していた施設整備が可能と考えら

れることから、今後、教育委員会として施設の整備方針を策定する

中で、施設整備及び民間委託の手法並びに民間委託までの年次計画

を明らかにする。
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【評価番号５２】

所管課名 学校給食課 学校給食センターグループ

事 業 名 学校給食費会計の公平化・公正化

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校給食費会計の負担の公平化・公正化を図るため、学校との連

携 を 図 り な が ら 学 校 給 食 費 未 納 者 の 戸 別 訪 問 徴 収 や 電 話 催 告 等 を

強化し、収納率の向上を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

※ 給 食 費 未 納 総 額 千円

（ 10,452 千円）

※ 給 食 費 未 納 総 額 千円

（ 9,687 千円）

千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平 成 ２ ５ 年 度 か ら ９ 月 分 以 降 の 給 食 費 を そ の 前 月 に 口 座 か ら 引

き落とす「一部前払い制」を導入し、平成２５年度現年度分給食費

の収納率は、前年度比で 0.4％の増となった。２年度目となる平成

２６年度は、「一部前払い制」も定着してきており、平成２６年度

現年度分給食費の収納率は、前年度比 0.09％増の 99.49％となった。

また、決算審査による監査委員の指摘を受けて、現年度分の給食

費の収納率向上を目標に訪問徴収や電話催告に努めた結果、現年度

分及び過年度分を合計した収納率も、平成２５年度の 96.14％から

96.59％に上昇した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

未納者に対する訪問徴収や電話催告のほか、未納を発生させない

対策として、給食費の重要性や給食費の使いみちなどについて、保

護者に周知していく。

二次（外部）

評 価

○ 一 部 前 払 い 制 度 の 導 入 や 給 食 に か か る 広 報 活 動 な ど の 取 組 が

功を奏して、給食費収納率が極めて高くなっていることは、行政

当局の努力の結果と受け止め、高く評価する。

○ 平成２２年度には多くの未納があったが、年々未納額が減少し

ていることは、訪問徴収、電話催告等の努力があったことだと高

く評価できる。給食費会計は、公平化が本当に大切なので、この

まま収納率が１００％に限りなく近づくことを期待する。

○ 未納者に対する訪問徴収や電話催告により、収納率が上昇して

いることは評価できるが、今、支払うことが困難な家庭には、無

期限の納付書を渡し、子供が就職し収入を得てから納付してもら

う仕組みづくり等、保護者負担が平等になるよう検討していただ

きたい。

※二次（外部）評価対象事業
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【評価番号５３】

所管課名 文化振興課 生涯学習グループ

事 業 名 出前講座の充実

区 分 ■単年度 □経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

・事業の目的

出前講座を実施することにより、市民の生涯学習活動を振興し、

併せて市政に関する理解を深め、もってまちづくりへの市民の参画

を支援することを目的とする。

・事業の概要

市民の求めに応じ武蔵村山市職員を講師として派遣し、武蔵村山

市の市政のうち当該職員が担任する分野について講義・説明し、又

は実施指導する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る □ほぼ目標どおり ■目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

回数の多い講座は、平成２３年度、平成２４年度、平成２５年度、

平成２６年度とも「武蔵村山の防災対策」で、開催回数としては、

平成 ２３年度１１ 回、平 成２４年度９ 回、平 成２５年度及び平成

２６年度６回であった。年々、開催回数は減少しているが、東日本

大震災以降、防災関係の講座への需要は高まっている。

なお、武蔵村山市教育振興基本計画における数値目標として、出

前講座の講座数を２７年度までに７０講座としており、この点では

目標を下回る。

・平成２３年度実績 講座数５１講座 実施回数１７回

・平成２４年度実績 講座数５３講座 実施回数２５回

・平成２５年度実績 講座数５６講座 実施回数２０回

・平成２６年度実績 講座数５５講座 実施回数２０回

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

講座数の増加に向けて各課に協力を依頼するとともに、他の官公

庁についても出前講座の実施について協力を依頼する。また、市民

が必要とし、興味ある講座内容について検討を行う。

二次（外部）

評 価

○ 市行政への理解や協力を得るために、市民を対象にした講座を

多く開いていることは、市民とともに歩もうとする行政当局の誠

意を感じる。今後は、用意された講座の内容が市民の方により理

解していただけるよう、また、市民が市政の一翼を担っていると

いう意識を高められるよう強く期待する。

○ 出前講座の数はたくさんあると思うが、出前講座数に対して年

間実施回数が少なく感じられる。市民が興味ある内容を市民全体

にしっかりと啓発し、講座がもっと実施されることを期待すると

※二次（外部）評価対象事業
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ともに、子供たち向けの講座等を取り入れてほしい。

○ 市民の求めに応じ、出前講座を実施している点は大変有効であ

ると言えるが、講師である市側からの市民団体等へのアピールも

必要だと感じる。今後、子供向け講座や学校の授業への出前講座

など、身近なところからあらゆる角度で積極的に実施していただ

きたい。
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【評価番号５４】

所管課名 文化振興課 生涯学習グループ

事 業 名 市民講座の実施

区 分 ■単年度 □経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

市民の生活課題や今日的課題、生活上の知識・技術や一般教養に

つ い て 講 座 を 実 施 す る こ と に よ り 学 習 の 機 会 を 提 供 し 、 自 己 の 充

実、啓発や生活の向上に資するとともに、地域社会への参加の促進

や地域連帯意識の向上を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

226 千円

（ 153 千円）

226 千円

（ 164 千円）

226 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

・平成２５年度実績

初心者のためのアロマヨガ教室 全４回 延べ５５人

村山かてうどんと村山地粉を楽しむ 全４回 延べ１８人

次世代に伝えよう「伝統食のおやつ」 全５回 延べ７８人

・平成２６年度実績

郷土かるたを学ぶ 全４回 延べ４５人

むさしむらやま郷土の絵うちわづくり 全４回 延べ２４人

オシャレでかわいい寄せ植え

・ハンギングバスケト作り 全６回 延べ８７人

全ての講座において、高い評価をいただき、次年度以降も講座の

継続を望む声が聞かれた。また特にオシャレでかわいい寄せ植え・

ハンギングバスケト作りは人気があり、コースによっては定員を超

える参加があった。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

市民が必要とし、興味ある講座内容について検討し、事業を継続

する。
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【評価番号５５】

所管課名 文化振興課 生涯学習グループ

事 業 名 生涯学習ガイドブックの発行

区 分 ■単年度 □経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

生涯学習ガイドブックは、生涯学習の理解や必要性について市民

に周知するとともに、出前講座の情報、施設の利用案内、団体やグ

ループ情報など、生涯学習に関する幅広い情報をまとめて、編集し

たものである。発行は、隔年としている。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

26 千円

（ 25 千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

発行は、隔年としているため、平成２５年度は作成していない。

・平成２６年度生涯学習ガイドブック編集内容

１ サークル・団体情報

２ 指定文化財一覧

３ 出前講座むさしむらやま塾のご案内

４ 文化協会・体育協会・郷土芸能連絡協議会役員名簿

５ 施設案内

資料１ 生涯学習関連施設一覧

資料２ むさしむらやまマップ

生涯学習ガイドブックを２００部作成し、各地区会館、公民館等、

市内公共施設に閲覧用として備え置いている。また、生涯学習分野

の各種委員へ配布し、生涯学習の情報発信に協力いただいている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

より市民に分かりやすく、使いやすいガイドブックを目指して、

継続して隔年で発行を行う。
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【評価番号５６】

所管課名 文化振興課 生涯学習グループ

事 業 名 学習情報提供システムの整備

区 分 ■単年度 □経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

講 座 な ど の 生 涯 学 習 関 連 情 報 や 施 設 予 約 サ ー ビ ス な ど を 提 供 す

る情報通信ネットワークの構築を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

4,987 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

関 係 各 課 と 公 共 施 設 予 約 シ ス テ ム の 円 滑 な 導 入 に 向 け て 連 絡 調

整を図り、平成２８年度利用分からの公共施設予約システムの導入

に向けて、検討を進めた。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 □継続 □廃止検討 ■その他（検討）

〔具体的な取組〕

関係各課及び指定管理者と連携して、システム導入に向けて引き

続き検討を進めていく。
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【評価番号５７】

所管課名 図書館

事 業 名 第二次武蔵村山市子供読書活動推進計画の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

第二次武蔵村山市子供読書活動推進計画に基づき、子供たちが進

んで読書をしようとする意欲や態度を育み、子供たちの読書環境の

整備を市民・学校・図書館が情報を共有しながら推進する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２４年３月に第二次子供読書活動推進計画を策定し、子供の

読書環境に関して、市民、学校、図書館の３者が連携してその推進

を図るため、平成２５年１２月に、「子供読書活動推進連絡会の設

置要綱」を策定した。

平成２６年度は、委員を１０名委嘱し、連絡会を１回開催した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

連絡会を開催し、市民ボランティア、学校及び市立図書館の連携

を図り、武蔵村山市における子供の読書活動を推進する。
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【評価番号５８】

所管課名 図書館

事 業 名 図書館の整備

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

平 成 ２ ３ 年 ３ 月 に 策 定 し た 「 武 蔵 村 山 市 第 三 次 生 涯 学 習 推 進 計

画」において、市民が交流できる場として、中央公民館及び中央図

書館の機能を併せもつ生涯学習センター（仮称）の整備を検討する

ことが位置付けられており、整備を推進する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る □ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

■目標を大幅に下回る

〔説明〕

「武蔵村山市第三次生涯学習推進計画」策定から４年経過したが、

検討中である。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 □継続 □廃止検討 ■その他（検討）

〔具体的な取組〕

関係機関と連携を図りながら、引き続き検討を進めていくが、施

設整備であることから、図書館のみでの検討は困難である。
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【評価番号５９】

所管課名 図書館

事 業 名 図書館総合情報システムの推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 □教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

図書館総合情報システムについては、利用者の更なる利便性の向

上に努めるとともに、図書館ホームページの活用を推進する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

7,447 千円

（ 7,325 千円）

9,368 千円

（ 9,366 千円）

8,663 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

現行の図書館総合情報システムは、平成１９年度及び平成２０年

度の２か年に渡り、防衛省の補助事業として整備を行った。補助事

業の運用期間は１０年間のため、平成２０年度の補助事業の終了時

期は、平成３１年３月末までとなっている。また、パソコンのＯＳ

が ＷｉｎｄｏｗｓＸＰであったことから、セキュリティのサポー

ト期間が平成２６年４月１０日に終了するため、２６年度はＯＳの

み入替を行った。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 ■その他（検討）

〔具体的な取組〕

平 成 ２ ７ 年 ６ 月 １ 日 を め ど に 図 書 館 総 合 情 報 シ ス テ ム の 機 器 の

入替を行う。なお、システムは、防衛省の補助事業で整備したため

既存のものを使用する。
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【評価番号６０】

所管課名 図書館

事 業 名 近隣市町と連携した図書館の相互利用の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 □教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

市民の読書活動をより一層推進するため、近隣市町の図書館の相

互利用の充実に努める。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２３年度 昭島市・瑞穂町の図書館の相互利用を開始。

平成２４年度 東大和市の図書館の相互利用を開始。

平成２６年度 立川市の図書館の相互利用を開始。

平成２６年度の図書館相互利用実績は、武蔵村山市の方が３市１

町の図書館を延＜数値未確定＞人、貸出数＜数値未確定＞点利用し

た。

また、３市１町の方が、本市の図書館を延４，２４４人、貸出数

１４，１９２点利用した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 ■その他（検討）

〔具体的な取組〕

今後も相互利用が高まるようＰＲに努めたい。
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【評価番号６１】

所管課名 図書館

事 業 名 学校図書館との連携

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校司書との連絡会を実施するなど学校図書館と十分な連携・協

力を図り、団体貸出、読書相談及び図書館資料相談等の読書活動の

推進に関する施策を充実する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

2,184 千円

（ 2,142 千円）

2,251 千円

（ 2,201 千円）

2,554 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

・平成２６年度

図書館交換便を利用した学校図書館への貸出

小学校で４８８冊、中学校で２３冊

図書館交換便を利用した図書館への返却

小学校で９１７冊、中学校で３９冊

・平成２５年度

図書館交換便を利用した学校図書館への貸出

小学校で９８１冊、中学校で１１冊

図書館交換便を利用した図書館への返却

小学校で９８９冊、中学校で１８４冊

・平成２４年度（貸出実績のみ）

図書館交換便を利用した学校図書館への貸出

小学校で７７５冊、中学校で２冊

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

学校図書館司書の連絡会等を通じて、図書館交換便の更なる利用

の促進を図る。



- 73 -

【評価番号６２】

所管課名 スポーツ振興課 スポーツ振興グループ

事 業 名 スポーツ推進計画の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 ■法令等 □市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 ■その他

事業の概要

具体的に

記 入

スポーツ推進計画のもと、市民のスポーツを総合的かつ計画的に

推進する。

平成２６年度の市民参加型のイベントとしては、「歩け歩け大会」

「グラウンドゴルフ大会」「ふれあいスポレク大会」「駅伝競走大会」

を行った。また、小学生等のイベントとしては、「村山っ子相撲大

会」「少年野球大会」「少年・古希野球親善試合」「少年少女サッカ

ー大会」「少年少女ドッチボール大会」等を開催し、各事業はスポ

ーツ都市宣言記念事業として位置付け、「スポーツのまち武蔵村山」

のＰＲにも努めた。

ス ポ ー ツ 都 市 宣 言 記 念 ハ ン ド ボ ー ル 大 会 と し て ハ ン ド ボ ー ル 日

本リーグの試合等も開催した。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

220,010 千円

（ 212,556 千円）

224,324 千円

（ 186,044 千円）

134,162 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２４年３月に策定した「武蔵村山市スポーツ推進計画」に基

づき、市の情報と地域の現状や市民ニーズを的確に捉えながら、市

民の主体的なスポーツ活動を促進した。

また、平成２６年１０月にスポーツを通じて市民が豊かで健康的

な生活を営むことにより、賑わいと活力のあるまちづくりを進める

ため、「スポーツ都市宣言」を行った。

案内等の掲載については、ＳＮＳ及び市報等に掲載した。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

「武蔵村山市スポーツ推進計画」は、本市の特性を生かし、市民

の ス ポ ー ツ ラ イ フ を 計 画 的 に 創 出 す る た め の ア ク シ ョ ン プ ラ ン で

あり、この計画に基づき、将来にわたって市民のスポーツ活動を推

進していく必要がある。

ま た 、 本 市 は 平 成 ２ ６ 年 度 に ス ポ ー ツ 都 市 宣 言 を 行 っ た こ と か

ら、今後、市民に対する一層のスポーツ機会の提供やスポーツ環境

の整備に努めていく必要がある。

広報活動としては、市報やＳＮＳ等に大会の案内を掲載するだけ

でなく、大会後の実施結果及び写真等も掲載するなど、市民の参加

意欲の向上に努めていく。

※二次（外部）評価対象事業
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二次（外部）

評 価

○ 「武蔵村山市スポーツ推進計画」、「スポーツ都市宣言」などの

基本方針に基づいて、学齢期から高齢期までの全ての市民が明る

く 活 力 に 満 ち た ス ポ ー ツ に 親 し む 社 会 の 実 現 を 目 指 す こ と は 重

要なことである。

今後は、こうした市のスポーツ都市を目指す方向性と学校にお

ける体育教育と、どのように融合させ、往還させるかが課題とな

ってくる。

児 童 ・ 生 徒 も 市 民 の 一 人 で あ る と の 意 識 を 醸 成 し て い く こ と

が、学校に課せられた新たな課題であり、この視点からの検討を

期待する。

また、東京オリンピックに伴う「オリンピック・パラリンピッ

ク教育推進校」に指定された小・中学校９校の活動と市のスポー

ツ行政との有機的な関わりについても期待したい。

○ スポーツ都市宣言を行ったことは高く評価できる。市民の健康

増進や地域の絆のためにも、今後もスポーツ・レクリエーション

への関心が高まることを期待する。

○ 様々な事業を実施していることは分かったが、なかなか自分が

携わらないと基本的な情報も得られない。そこで、例えば、事業

周知ポスター等の図案を、子供たちや地域の方から募集してみた

ら関心が高まるのではないか。今後、様々な世代が楽しめる新た

なスポーツ大会の企画を期待する。
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【評価番号６３】

所管課名 スポーツ振興課 スポーツ振興グループ

事 業 名 地域スポーツの振興

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

地域でのスポーツ活動の充実と基盤形成のため、スポーツ推進委

員や地区スポーツ協力員との連携の充実を図る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

3,659 千円

（ 3,399 千円）

3,659 千円

（ 3,498 千円）

3,498 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

市内４地区の地区スポーツ協力員連絡会が中心となり、「ふれあ

いスポレク大会」をはじめとした各種スポーツイベントの企画・運

営に携わるとともに、補助金を交付するなどの支援を行い、地域の

スポーツ振興の充実を図っている。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

今後も継続して地区スポーツ協力員連絡会への支援を行い、地域

のスポーツ振興の充実を図っていく。
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【評価番号６４】

所管課名 スポーツ振興課 スポーツ振興グループ

事 業 名 総合型地域スポーツクラブ設立の支援

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け □基本方針 ■教育振興基本計画 ■その他

事業の概要

具体的に

記 入

誰もが、いつでも、どこでも、いつまでも各自の興味・目的に応

じてスポーツに親しめるようなスポーツ社会を実現するため、総合

型地域スポーツクラブの設立・運営を支援する。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

400 千円

（ 400 千円）

600 千円

（ 600 千円）

600 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２５年２月に設立された「武蔵村山市総合型地域スポーツク

ラブ よってかっしぇクラブ」に対し、補助金を交付するなど、安

定した運営のための支援を行った。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

「 武 蔵 村 山 市 総 合 型 地 域 ス ポ ー ツ ク ラ ブ よ っ て か っ し ぇ ク ラ

ブ」の安定した運営のため、今後も支援を継続していく。
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【評価番号６５】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 いじめ問題への取組

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

学校・家庭・地域が連携して、いじめを絶対に許さない、見逃さ

ないことを徹底させるために、「武蔵村山市 いじめ追放アピール」

を作成・配布した。また、「武蔵村山市立学校 生徒会・児童会 い

じめ撲滅サミット」の開催に先立ち、全校の児童・生徒が作成した

「いじめ撲滅標語」を掲載した学習資料を作成・発行し、児童・生

徒が、いじめは人として恥ずかしい行為であることや、場合によっ

ては犯罪として罰せられる行為であることを自覚し、自分の言動に

ついて振り返ることができるようにした。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

1,195 千円

（ 910 千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２４年１０月５日実施の「武蔵村山市立学校 生徒会・児童

会 いじめ撲滅サミット」において「いじめ撲滅宣言」を採択した。

同時に作成した資料を、小学校新１年生児童及び転入生に配布し、、

これを継続的に活用しながら、いじめを絶対に見逃さない、許さな

い環境づくりを、各学校が進めてきた。

また、平成２５年度には、いじめ撲滅に向けて、「いじめ撲滅宣

言」パネル及び各学校の代表標語を、各学校の正門を基本として設

置したほか、市役所本庁舎、市民総合センターにも設置した。これ

らパネルを日常的に目にすることによって、常にいじめ防止に向け

た意識付けを行う事ができた。

また、いじめ認知報告票・いじめ対応連絡票の提出を通して、い

じめが疑われる事案について、一定の解消が図られるまで、継続的

に追跡することで、問題の確実な解決に向けた取り組みを行ってい

る。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

いじめ撲滅宣言についての理解啓発を、全児童・生徒に対して徹

底するために、いじめ防止ポスターなどを活用するなどしながら、

小・中学校９年間を通した、意図的・計画的・継続的な、いじめ撲

滅に向けた取組及び指導を積極的に推進していく。
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【評価番号６６】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 「領土について理解を深める学習資料」の作成について

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

児童・生徒が、我が国の領土について、学習指導要領の内容、歴

史的経緯及び政府見解を踏まえて、正しい知識を身に付けることが

できるようにするため、小学校第５、６学年及び中学生全員を対象

とした補助教材「領土について理解を深める学習資料（①尖閣諸島

②竹島 ③北方領土）３編」を作成し、授業等で活用できるように

した。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

０千円

（ ０千円）

０千円

（ ０千円）

０千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２４年度に、児童・生徒が、我が国の領土について、学習指

導要領の内容、歴史的経緯及び政府見解を踏まえて、正しい知識を

身に付けることができるよう、補助教材を作成した。

市立学校の教職員、市立小学校の第５・６学年児童、同中学校の

全生徒に配布し、社会を含む各教科、総合的な学習の時間等におけ

る児童・生徒の主体的な学習等に応じて、適宜、補助教材として活

用するとともに、学年に応じて適切な時間を設定し、当該学習資料

３編を活用した指導を行った。児童・生徒からは、「これらの島が

日本の領土だということが改めてはっきりと分かった。」などの感

想があった。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

引き続き、市立小学校の第５・６学年児童、同中学校の全生徒に

配布し、社会を含む各教科、総合的な学習の時間等における児童・

生徒の主体的な学習等に応じて、適宜、補助教材として活用すると

ともに、学年に応じて適切な時間を設定し、当該学習資料３編を活

用した指導を行い、我が国の領土について、学習指導要領の内容、

歴史的経緯及び政府見解を踏まえて、正しい知識を身に付けること

ができるようにしていく。
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【評価番号６７】

所管課名 教育指導課 指導グループ

事 業 名 各教科等における日本の伝統・文化教育の推進

区 分 □単年度 ■経年 実施根拠 □法令等 ■市独自事業

事 業 の 位 置 付 け ■基本方針 ■教育振興基本計画 □その他

事業の概要

具体的に

記 入

教育基本法・学校教育法・学習指導要領等の趣旨を踏まえ、各教

科等において、日本の伝統・文化教育を推進し、児童・生徒が我が

国 の 歴 史 や 文 化 を 継 承 し て い こ う と す る 気 持 ち が も て る よ う に す

る。

予 算 額

（決算額）

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度（当初）

223 千円

（ 223 千円）

229 千円

（ 216 千円）

1,050 千円

一次（内部）

評 価

取組状況

及び成果等

□目標を上回る ■ほぼ目標どおり □目標をやや下回る

□目標を大幅に下回る

〔説明〕

平成２３年度に、義務教育終了までに身に付けてほしい日本の文

化 と し て の 礼 儀 ・ 作 法 を 簡 単 に ま と め た 冊 子 「 武 蔵 村 山 市 立 学 校

中学生のための礼儀・作法読本」を作成した。この冊子を中学校の

学習教材として活用し、平成２５年度には、全中学校の生徒に配布

し、学校生活及び家庭生活を通して、礼儀・作法についての理解を

一層深められるようにした。

また、平成２６年度には、市立第八小学校が文部科学省の研究開

発校として指定（研究テーマ「道徳教育」）されたことから、研究

と関連させながら小学生のための礼儀作法読本を作成した。

平成２６年１１月２１・２２日の２日間にわたり、平成２６年度

和文化教育第１１回全国大会武蔵村山大会を開催し、我が国や郷土

に 根 ざ す 伝 統 文 化 を 学 ぶ 教 育 実 践 の 場 と し て 先 人 に 対 す る 感 謝 や

尊敬の念を育む機会となった。

今後 の 取 組

の方向性

□拡充 ■継続 □廃止検討 □その他（ ）

〔具体的な取組〕

今後も、この冊子を小・中学校の学習教材として活用し、小・中

学生が相手に対する心づかいを、適切な行動として表せるようにな

ることを目指していく。
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有識者の評価のまとめ

武蔵村山市教育委員会が平成２４年３月に策定した「武蔵村山市教育

振興基本計画」に基づき、点検・評価を実施してから３年が経過し、重

点施策の事務事業の進捗状況がより明確になった。また、平成２７年度

は、教育委員会の制度が大きく変わり、責任体制の明確化が更に求めら

れるようになったことから、本点検・評価において、細かな部分の取組

状況についても確認することができ、一定の成果が見られることは高く

評価したい。

一方、昨年度と同様に検討事項とされている事業もみられ、計画的に

環境の整備が進むことを期待する。また、予算が厳しく事業の実現に遠

のいている部分も見受けられたが、不可能を可能に近付けるため、知恵

を出し合い、熱意をもって目標が達成できるように、今後も努力を続け

ていただきたい。

終わりに、教育委員会及び学校が力を結集し、子供たちのために様々

な努力をされていることが伝わり、今後の教育活動の充実に更なる期待

を寄せている。また、全校をコミュニティ・スクールに指定されている

ことから、学校、保護者、地域の方とともに歩む学校づくりの土台が整

備されており、地域に根差した学校運営がますます進むと考える。次代

を担う子供たちのため、武蔵村山市の特性を生かし、学校、家庭、地域

及び行政の連携をより深め、教育力の向上、教育施策の推進を効果的か

つ着実に図っていただきたい。
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３ 教育委員会の活動状況

⑴ 教育委員会の仕組み 

教育委員会は、５人の委員で組織され、教育行政の基本的な施策の決定と重要な案件の処

理を行っている。

委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、学術及び

文化に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を得て任命し、

任期は４年である。また、委員長は、委員のうちから選挙によって選ばれ、教育委員会の会

議を主宰し、教育委員会を代表する。そして、教育長は、委員のうちから任命され、教育委

員会の指揮監督の下に、教育委員会の権限に属する全ての事務をつかさどる。また、教育委

員会の全ての会議に出席し、議事について助言する。

なお、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律が平成２７年４月

１日に施行され、本市では、教育長の任期が平成２７年３月３１日であったことから、平成

２７年４月１日より新たな教育委員会体制となり、教育長と教育委員長を一本化した新教育

長が任命された。また、教育長職務代理者のほか、武蔵村山市教育委員会代表教育委員設置

要綱第２条の規定に基づき代表教育委員を選任し、新たな体制で、更に充実した教育行政を

推進していくこととしている。

⑵ 教育委員会の構成（平成２６年度） ※平成２６年度のため、制度改正前の構成となる。

⑶ 平成２６年教育委員会の開催状況 

教育委員会の会議は、毎月１回の定例会（原則として第３金曜日）及び必要に応じて臨時

会が開催される。

平成２６年中の開催状況及び審議された議案は、次のとおりである。

ア 開催状況

開催回数 １３回（定例会１２回、臨時会 1 回）

職 名 氏 名

委 員 長 髙 橋 勝 義

委員長職務代理者 土 田 三 男

委 員 本 木 益 男

委 員 島 田 妙 美

教 育 長 持 田 浩 志
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イ 審議された議案

委員会名 番 号 件 名 結果

第 1 回

定例会

（1/17）

議案第１号
武蔵村山市立学校の管理運営に関する規則の一部を改正

する規則について
可決

議案第２号
武蔵村山市立学校の給食費に関する規則の一部を改正す

る規則について
可決

議案第３号
武蔵村山市青少年問題協議会条例及び武蔵村山市青少年

問題協議会条例施行規則の改正の申出について
可決

議案第４号 武蔵村山市教育委員会事務局職員の任命について 可決

第 2 回

定例会

（2/14）

議案第５号 平成２５年度教育予算の補正（第７号）の申出について 可決

議案第６号 平成２６年度教育予算の申出について 可決

議案第７号
武蔵村山市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する

規則について
可決

議案第８号
武蔵村山市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する

規則の施行に伴う関係規則の整理に関する規則について
可決

議案第９号
武蔵村山市教育委員会教育長の職務代理者を定める規則

の一部を改正する規則について
可決

議案第 10号
武蔵村山市立学校の管理運営に関する規則の一部を改正

する規則について
可決

議案第 11号
武蔵村山市教育委員会事務局処務規程の一部を改正する

規程について
可決

議案第 12号
武蔵村山市スポーツ推進委員・地区スポーツ協力員被服

貸与規程の一部を改正する規程について
可決

議案第 13号 武蔵村山市国体推進室設置要綱を廃止する要綱について 可決

議案第 14号
担当部長、参事及び担当課長の設置並びにその所管事務

等を定める要綱の一部を改正する要綱について
可決

議案第 15号
武蔵村山市外国語指導助手設置要綱の一部を改正する要

綱について
可決

議案第 16号
平成２６年度武蔵村山市教育委員会の基本方針に基づく

主要施策・主要事業について
可決

議案第 17号 教育財産取得の申出について 可決

議案第 18号 武蔵村山市立学校の学校医の委嘱について 可決

議案第 19号 武蔵村山市立学校学校運営協議会の指定について 可決

議案第 20号 校長の任命に係る内申について 可決

議案第 21号 副校長の任命に係る内申について 可決

議案第 22号
武蔵村山市教育委員会事務局職員の任命に係る臨時代理

の承認について
承認
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委員会名 番 号 件 名 結果

第 3 回

定例会

（3/19）

議案第 23号

武蔵村山市生涯学習推進本部設置要綱及び武蔵村山市生

涯学習推進会議設置要綱の改正の申出に係る臨時代理の

承認について

承認

議案第 24号

担当部長、参事及び担当課長の設置並びにその所管事務

等を定める要綱の一部を改正する要綱の一部を改正する

要綱について

可決

議案第 25号 平成２６年度武蔵村山市学校給食基本計画について 可決

議案第 26号 武蔵村山市立学校学校運営協議会の委員の任命について 可決

議案第 27号 武蔵村山市社会教育委員の委嘱について 可決

議案第 28号 武蔵村山市公民館運営審議会委員の委嘱について 可決

議案第 29号 武蔵村山市文化財保護審議会委員の委嘱について 可決

議案第 30号 武蔵村山市スポーツ推進委員の委嘱について 可決

議案第 31号
東京都教育委員会職員の派遣に関する協定締結の臨時代

理の承認について
承認

議案第 32号 指導主事の任命について 可決

議案第 33号 武蔵村山市立学校非常勤教員の人事上の措置について 可決

議案第 34号 平成２５年度教育予算の補正（第８号）の申出について 可決

第４回

定例会

（4/18）

議案第 35号
武蔵村山市教育委員会事務局職員の任免に係る臨時代理

の承認について
承認

議案第 36号
武蔵村山市立学校学校運営協議会委員の任命に係る臨時

代理の承認について
承認

議案第 37号
武蔵村山市社会教育委員の委嘱に係る臨時代理の承認に

ついて
承認

議案第 38号
武蔵村山市公民館運営審議会委員の委嘱に係る臨時代理の

承認について
承認

議案第 39号
武蔵村山市スポーツ推進委員の委嘱に係る臨時代理の承

認について
承認

議案第 40号
武蔵村山市立図書館協議会委員の任命に係る臨時代理の

承認について
承認

議案第 41号 武蔵村山市いじめ防止対策推進基本方針の策定について 可決

第 5 回

定例会

（5/16）

議案第 42号
武蔵村山市立学習等供用施設設置条例施行規則の改正の

申出に係る臨時代理の承認について
承認

議案第 43号
武蔵村山市立学校学校運営協議会委員の任命に係る臨時

代理の承認について
承認

議案第 44号 平成２６年度教育予算の補正（第２号）の申出について 可決

議案第 45号 武蔵村山市立図書館規則の一部を改正する規則について 可決
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備考 第１２回定例会については、教育長報告等のみで議案なし。

委員会名 番 号 件 名 結果

第５回

定例会

（5/16）

議案第 46号
武蔵村山市立学校平成２７年度使用教科用図書採択要領

について
可決

議案第 47号 教育財産取得の申出について 可決

第 6 回

定例会

(6/20)

議案第 48号
武蔵村山市立学校学校運営協議会委員の任命に係る臨時

代理の承認について
承認

議案第 49号
武蔵村山市学校給食運営委員会委員の委嘱に係る臨時代

理の承認について
承認

第 7 回

定例会

(7/14)

議案第 50号
武蔵村山市教育委員会事務局職員の解任に係る臨時代理

の承認について
承認

議案第 51号
武蔵村山市立学校学校運営協議会委員の任命に係る臨時

代理の承認について
承認

議案第 52号
平成２６年度実施 平成２５年度教育委員会事務事業点

検・評価報告書について

修正

可決

第 1 回

臨時会

(8/8)

議案第 53号
武蔵村山市立小学校平成２７年度使用教科用図書の採択

について
可決

議案第 54号
武蔵村山市立小学校特別支援学級平成２７年度使用教科

用図書の採択について
可決

第 8 回

定例会

（8/15）

議案第 55号 平成２６年度教育予算の補正（第３号）の申出について 可決

第 9 回

定例会
議案第 56号

武蔵村山市立中学校学校給食調理等業務受託申請審査委

員会設置要綱について
可決

（9/19） 選挙第１号 教育委員会委員長の選挙について 選出

議案第 57号 教育委員会委員長職務代理者の指定について 可決

議案第 58号 武蔵村山市立学校長及び副校長の人事上の措置について 可決

第 10回

定例会

（10/17）

議案第 59号
武蔵村山市教育委員会事務局職員の任免に係る臨時代理

の承認について
承認

議案第 60号
武蔵村山市立学校の管理運営に関する規則の一部を改正

する規則について
可決

議案第 61号
武蔵村山市立学校の指定に関する規則の一部を改正する

規則について
可決

第 11回

定例会

（11/19）

議案第 62号
平成２６年度教育予算の補正（第４号）の申出に係る臨

時代理の承認について
承認

議案第 63号
武蔵村山市立学校の平成２７年度入学式及び卒業証書授

与式の日程について
可決

議案第 64号
武蔵村山市立学校学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に

関する要綱の制定について
可決

議案第 65号
武蔵村山市立中学校学校給食調理等業務の委託業者の決

定について
可決
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⑷ 平成２６年度教育委員会・学校行事等への教育委員の参加状況 

教育委員５人による平成２６年４月から平成２７年３月までの各種行事への参加状況は、

次のとおりである。

№ 月日等 事 業 名 場 所

1 4/ 1 (火) 校長、副校長、教職員辞令伝達式 ４０１大集会室

2 4/ 7 (月) 市立小学校入学式 各学校

3 4/ 8 (火) 市立中学校及び小中一貫校村山学園入学式 各学校

4 4/10 (木) 東京都教育施策連絡協議会 東京都庁

5 4/18 (金) 第４回教育委員会定例会 ４０１大集会室

6 5/ 1 (木)
東京都市町村教育委員会連合会

平成２６年度第１回常任理事会・理事会
東京自治会館

7 5/11 (日) 第６回村山っ子相撲わんぱく場所 第十小学校

8 5/16 (金) 第５回教育委員会定例会 ４０１大集会室

9 5/17 (土) 第一小学校運動会 第一小学校

10 5/18 (日)
第３６回歩け歩け大会 開会式

（閉会式はなし）
第一小学校

11 5/22 (木) 東京都市町村教育委員会連合会 総会 東京自治会館

12 5/31 (土)
第三小学校、第七小学校、第八小学校、雷塚小学

校運動会
各学校

13 6/ 5 (木)
退職並びに転出に伴う校長・副校長等に対する感

謝状贈呈式
４０１大集会室

14 6/ 7 (土)
小中一貫校村山学園、第一中学校、第三中学校、

第四中学校、第五中学校運動会
各学校

15 6/20 (金) 第６回教育委員会定例会 ４０１大集会室

16 6/21 (土) ＰＴＡ連合会定期総会 さくらホール（市民会館）

17 7/ 6 (日) 姉妹都市交流事業「第８回栄村駅伝大会」 長野県栄村

18 7/10 (木) 東京都市教育長会研修会 東京自治会館

19 7/12 (土) 第３９回中学校総合体育大会 小中一貫校村山学園

17 7/13 (日) ヤングアメリカンズアジアツアー ２０１４夏 さくらホール（市民会館）

20 7/14 (月) 第７回教育委員会定例会 委員会室（市役所５階）

21 7/16 (水) 平成２６年度小学校授業実践交流会 雷塚小学校

22 7/19 (土)
平成２６年度少年少女スポーツ大会「第４４回少

年野球大会」 閉会式
総合運動公園第３運動場

23 8/ 3 (日) 第４３回市総合体育大会 開会式 総合体育館

24 8/ 8 (金) 第１回教育委員会臨時会 ４０１大集会室

25 8/15 (金) 第８回教育委員会定例会 ４０１大集会室
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№ 月日等 事 業 名 場 所

26

8/16 (土)

8/23 (土)

ホノルル市立Ｔ・ジェファーソン小学校訪問・

文化交流プロジェクト・姉妹校調印式

アメリカ合衆国

ハワイ州

27 8/23 (土) 第３６回観光納涼花火大会 野山北公園運動場

28 8/28 (木)

東京都市町村教育委員会連合会

平成２６年度第２回理事会

平成２６年度第１回理事研修会

東京自治会館

29 8/31 (日) 総合防災訓練 第一小学校

30 9/ 8 (月)
地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正

に伴う東京都教育委員会主催説明会
東京都庁

31 9/14 (日) 第２７回武蔵村山市グラウンドゴルフ大会 総合運動公園第２運動場

32 9/19 (金) 第９回教育委員会定例会 ４０１大集会室

33 9/20 (土) 少年・古希野球親善試合 開会式 総合運動公園第３運動場

34 9/20 (土) 与田剛氏講演会 総合体育館

35 9/27 (土) 第九小学校運動会 第九小学校

36 9/28 (日) 第二小学校、第十小学校運動会 第二小学校、第十小学校

37 10/ 5 (日) スポーツ都市宣言事業記念式典 総合体育館

38 10/11 (土) 第一小学校開校１００周年記念式典
さくらホール（市民会館）

第一小学校校庭・体育館

39 10/15 (水) 教育委員会定例学校訪問 第三小学校、第四中学校

40 10/17 (金) 第１０回教育委員会定例会 ４０１大集会室

41 10/19 (日) 第９回地区ふれあいスポレク大会

第一中学校、総合運動公

園、大南公園野球場、雷塚

小学校

42
10/21 (火)

10/22 (水)
教育委員会管外視察研修

長岡市教育委員会、新潟市

教育委員会

43 10/24 (金) 第二小学校研究発表会 第二小学校

44
10/25 (土)

10/26 (日)
第９回デエダラまつり

プロジェクト MURAYAMA 用

地（日産工場跡地）

45 11/ 1 (土) 第４５回武蔵村山市民文化祭 開会式 さくらホール（市民会館）

46 11/ 3 (祝) 自治功労者・一般表彰者表彰式 ４０１大集会室

47 11/ 5 (水) 平成２６年度「コミュニティ・スクール総会」 小中一貫校村山学園

48 11/ 7 (金) 三中校区研究発表会 第三中学校

49
11/ 8 (土)

11/ 9 (日)

少年少女スポーツ大会「第３１回少年少女サッ

カー大会」
総合運動公園第２運動場

50
11/15 (土)

11/16 (日)
第４回Ｆｏｏｄグランプリ 市役所第２駐車場

51 11/19 (水) 第１１回教育委員会定例会 ４０１大集会室

～
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№ 月日等 事 業 名 場 所

52
11/21 (金)

11/22 (土)

平成２６年度和文化教育 第１１回全国大会武蔵

村山大会
小中一貫校村山学園

53 12/13 (土) 小・中学生百人一首大会 総合体育館

54 12/14 (日) 第４２回武蔵村山市民駅伝競走大会 総合体育館周辺

55 12/18 (木) 第１２回教育委員会定例会 ４０１大集会室

56 12/19 (金)
平成２６年度東京都市町村教育委員会連合会第３

ブロック研修会
東大和市立郷土博物館

57 12/26 (金) 平成２６年仕事納め式 ４０１大集会室

58 1/ 5 (月) 平成２７年仕事始め式 ４０１大集会室

59 1/11 (日) 平成２７年出初式 真如苑村山グラウンド駐車場

60 1/12 (祝) 平成２７年成人式 さくらホール（市民会館）

61 1/16 (金) 平成２７年第１回教育委員会定例会 ４０１大集会室

62 1/16 (金) 研究発表会（発表校：小中一貫校村山学園） 小中一貫校村山学園

63 1/17 (土) 平成２６年度武蔵村山市教育のつどい さくらホール（市民会館）

64 1/22 (木)

東京都市町村教育委員会連合会

平成２６年度第３回理事会

平成２６年度第２回理事研修会

東京自治会館

65 1/23 (金) 五中校区研究発表会(発表校：第十小学校) 第十小学校

66
1/24 (土)

1/25 (日)

少年少女スポーツ大会「第１２回少年少女ドッジ

ボール大会」
総合体育館

67 1/30 (金) 研究発表会(発表校：第二小学校) 第二小学校

68 2/ 5 (木) 平成２６年度東京都市町村教育委員会連合会研修会 東京自治会館

69 2/ 6 (金) 研究発表会（発表校：雷塚小学校） 雷塚小学校

70 2/ 8 (日) 第６回中学生「東京駅伝」大会 味の素スタジアム

71 2/ 9 (月)
一中校区研究発表会（発表校：第一小学校、第九

小学校、第一中学校）
第一小学校

72 2/10 (火) 研究発表会（発表校：第三小学校） 第三小学校

73 2/12 (木) 第２回教育委員会定例会 ４０１大集会室

74 2/13 (金)
四中校区研究発表会（発表校：第七小学校、第四

中学校）
第七小学校、第四中学校

75 2/13 (金) 特別支援教育講演会 教育センター（研修室）

76 2/22 (日)
２０１４武蔵村山市スポーツ都市宣言記念ハンド

ボール大会
総合体育館

77 3/ 1 (日) 武蔵村山市スポーツ少年団設立準備講演会 ４０１大集会室

78 3/ 8 (日) 生涯学習フェスティバル さくらホール（市民会館）

79 3/15 (日)
２０１５（第２回）武蔵村山市ロードレース大会

開会式及び表彰式
真如苑駐車場
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№ 月日等 事 業 名 場 所

80 3/19 (木) 市立中学校卒業証書授与式 各学校

81 3/19 (木) 第３回教育委員会定例会 ４０１大集会室

82 3/24 (火) 市立小学校卒業証書授与式 各学校

83 3/31 (火) 退職教職員の辞令伝達式 ４０１大集会室



資 料
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武蔵村山市教育委員会の教育目標

武蔵村山市教育委員会は、日本国憲法及び教育基本法の精神にのっとり、我が国と郷

土の未来を切り拓
ひら

く教育の基本を確立し、その振興を図るため、以下の「教育目標」を

制定する。

学校教育においては、家庭における教育の成果を基盤としながら、児童・生徒が、豊

かな心をもち、確かな学力や健やかな体力を身に付けることができるようにするために、

○ 自ら学び、主体的に判断し、創造力豊かに、よりよく問題を解決しようとする子

供

○ 思いやりと協力を重んじ、規範意識及び公共の精神に基づき、進んで社会の形成

に参画しようとする子供

○ 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与しようとする子供

○ 伝統と文化を尊重し、我が国と郷土を愛するとともに、国際社会の平和と発展に

貢献しようとする子供

の育成を重視する。

社会教育においては、あらゆる場所における学習を通して、市民一人一人が、自己の

人格を磨き、互いに支え合いながら豊かな人生を送ることができるようにするために、

○ 自ら進んで、幅広い知識と教養を身に付け、豊かな情操と健やかな身体を養おう

とする人間

○ 個人の尊厳を重んじるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社会の発展に寄

与しようとする人間

○ 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与しようとする人間

○ 伝統と文化を継承し、我が国と郷土を愛するとともに、新しい文化の創造及び世

界の平和と人類の福祉に貢献しようとする人間

を育成する生涯学習社会の実現を目指す。

上記の教育目標の達成に向けて、武蔵村山市教育委員会は、児童・生徒及び市民のた

めの教育が、家庭・学校及び地域のそれぞれが責任を果たし、連携して行われることを

目指して、施策の充実を図っていく。

平成２３年１２月 教育委員会決定

資料 １
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平成２６年度 武蔵村山市教育委員会の基本方針に基づく主要施策・主要

事業

武蔵村山市教育委員会は、「教育目標」を達成するために、「武蔵村山市教育振興基本計画」

で定めた「基本方針」に基づき、武蔵村山市の特性を生かして、平成２７年度における主要施

策・主要事業を総合的に推進する。

【基本方針１ 生きる力を育む教育の推進】

知識基盤社会において、いかに社会が変化しようと、子供たち一人一人が、自ら課題を見

付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決することができ

るようにするために必要な「生きる力」を育むことが求められる。

そのために、家庭における教育の成果を基盤としながら、子供たちが、豊かな心をもち、

確かな学力や健やかな体力を身に付けることができる教育を推進する。

(１) 人権尊重の理念を広く社会に定着させ、あらゆる偏見や差別をなくすため、国が策定

した「人権教育・啓発に関する基本計画」や「東京都人権施策推進指針」等に基づき、人

権教育を推進する。

① 各学校における人権教育の推進に当たっては、「人権教育全体計画」及び「人権教育年

間指導計画」に基づき、教育活動全体を通じて、計画的に実施する。

② 人権教育推進委員会等を通して、人権教育の推進に関する実態と課題の把握及び啓発方

法に関する調査研究等を行い、市内全校の人権教育の充実を図る。

③ 東京都教育委員会作成の「人権教育プログラム（学校教育編）」等の活用を通して、「東

京都人権施策推進指針」に示された、女性、子供、高齢者、障害者、同和問題、アイヌの

人々、外国人、ＨＩＶ感染者等、犯罪被害者やその家族、その他の人権問題などの課題に

関わる偏見や差別の解消を図るための指導を徹底する。

④ 学校と家庭・地域が連携して、「いじめを許さない、見逃さない」ことを、子供たち一

人一人に徹底して指導するとともに、学校組織全体で子供たちの実態を確実に把握し、全

教職員の共通理解のもとに、いじめの予防と確実な解消に努める。

⑤ 「いじめ撲滅宣言（平成２４年１０月採択）」の趣旨を踏まえるとともに、「武蔵村山

市立学校 ぼくたちわたしたちのいじめ撲滅宣言」の活用を通して、児童・生徒が、いじ

めは人として恥ずかしい行為であると自覚し、自らの言動を振り返ることができるよう、

意図的・計画的な指導を行う。

⑥ 「東京都男女平等参画基本条例」に基づき、男女が互いの違いを認めつつ、個人として

尊重される男女両性の本質的平等の理念を子供たちに理解させ、その具現化を図るため、

適正な男女平等教育を推進する。

(２) 子供たちが思いやりの心をもち、規範意識や社会貢献の精神を身に付けることができる

ようにするために、家庭における教育を基盤として、社会全体で幼児期からの心の教育を

推進する。

各中学校区教育推進協議会等、地域と連携して実施される「挨拶運動」、「地域清掃」、

「ボランティア活動」等の活動を充実させ、子供たちの豊かな心の育成を図る。
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また、中学校においては、「武蔵村山市立学校 中学生のための 礼儀・作法読本」を

活用し、生徒が適切な礼儀・作法について理解することができるよう、意図的、計画的な

指導を行う。

(３) 子供たちが、人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念をもち、公共の精神を尊び、民主

的な社会及び国家の発展に努め、国際社会の平和と発展や環境の保全に貢献できるように

するために、学校・家庭・地域、関係機関との連携の下に、道徳教育の充実、改善を図る。

道徳教育の要として位置付けられている道徳の時間においては、文部科学省作成の「私

たちの道徳」、「小（中）学校道徳読み物資料集」、東京都教育委員会作成「道徳郷土資料集

（第１集・第２集）」、東京都道徳教育教材集「心あかるく」、「心しなやかに」、「心たくま

しく」、「心みつめて」、武蔵村山市教育委員会作成「道徳読み物資料集（第一集・第二集）」

及び副読本などの資料を効果的に活用し、各教科等における道徳教育との密接な関連を図

りながら、計画的、発展的な指導によってこれを補充、深化、統合し、道徳的価値の自覚

及び自己の生き方についての自覚を深められるようにするとともに、道徳的実践力を育成

する。

また、「道徳授業地区公開講座」の開催等を通して、学校・家庭・地域、関係機関等が

一体となって、子供たちに対する道徳教育の在り方を考える機会とする。

(４) 子供たちの暴力、いじめ、万引き、喫煙、飲酒、薬物の乱用等の非行を防止するために、

家庭教育の成果を踏まえ、警察との連携を含め、学校と地域が協力して、心の教育を充実

させるとともに、非行に対しては、社会全体が毅然とした態度で指導することを通して、

子供たちに、善悪を判断する力や、規範意識に基づいて行動する態度を身に付けさせる。

(５) 相互に支え合う社会づくりを目指して、他者、社会、自然、環境の中での体験活動を通

して、自分と向き合い、他者に共感することや社会の一員であることを実感できるように

するために、集団宿泊的活動、農業生産活動、職場体験活動、自然体験活動、文化・芸術

体験活動などの学習の機会を充実させる。

(６) 学習指導要領の趣旨を踏まえ、全ての子供の基礎的・基本的な知識・技能の習得を図る

とともに、それらを活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等の育

成を図る。

(７) 小・中学校の連携による研究を通して、子供たちの知的活動、コミュニケーション、感

性・情緒の基盤となる言語能力の向上を図るとともに、「発表したり、説明したりする」、

「文章で表現する」、「伝え合うことを通して、考えを深める」などの視点から、研究の成

果を検証する。

(８) 確かな学力を身に付けさせる基盤となる学習意欲の向上及び学習規律の確立を図るため、

少人数指導、習熟度別指導、ティーム・ティーチング、補習教室等、指導方法の工夫・改

善に努めるとともに、個に応じた指導を推進する。

(９) 「武蔵村山市立学校の学力向上策について（平成１７年２月）」及び「武蔵村山市の児

童・生徒の学力向上に向けて（平成２３年３月）」を踏まえ、学力向上策を総合的に推進

する。

① 小学校における補助教員及び小・中学校における教育ボランティアを有効に活用する

ことを通して、個に応じた指導を充実させ、基礎的・基本的な事項の確実な定着を図る。

② 小・中学校９年間を通じて、「武蔵村山市立学校 漢字ステップアップシート」を活用
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した指導を充実させるとともに、小学校第４学年、中学校第２学年で実施する漢字検

定を通して、目標をもって、意欲的に学習に取り組む態度を育成する。

(10) 「全国学力・学習状況調査」、東京都及び本市による「児童・生徒の学力向上を図るた

めの調査」等を通して、子供たちの学力の定着状況を把握する。

また、これらの結果等を踏まえて課題解決を図るために、通常の学級及び特別支援学級

における「授業改善推進プラン」を作成するとともに、その内容を「週ごとの指導計画」

に反映させ、授業改善を推進する。

(11) 学習指導要領に示す各教科等の目標に照らして、子供一人一人の観点別学習状況を確実

に評価し、教員の指導の改善に生かせるようにするために、各学校において適切な評価規

準を設定するとともに、評価の妥当性や信頼性を高めるように努める。

(12) 知的活動、コミュニケーション、感性・情緒等の基盤となる言語活動を、各教科等の指

導計画に位置付け、これを充実させる。

また、各学校における「学校図書館活用計画」に基づき、学校図書館担当教員、司書教

諭、学校司書、教育ボランティア等の連携により、学校図書館の利用を促進するとともに、

読み聞かせなどの活動を充実させることを通して、子供たちが進んで読書をしようとする

意欲や態度を育成する。

(13) 「武蔵村山市立学校の体力向上策について（平成１８年２月）」及び「武蔵村山市の児

童・生徒の体力向上に向けて（平成２１年３月）」を踏まえ、体力向上策を総合的に推進

する。

① 各学校における「体力向上全体計画」に基づき、一校一取組及び一学級一取組を推進

することを通して、日常的に運動に親しむ子供の育成を図る。

② 東京都統一体力テストを通して、子供の体力の実態を把握するとともに、この結果を

踏まえて課題解決を図るために、体育の授業等の改善を推進する。

(14) 各学校における「食に関する指導全体計画」に基づき、食育リーダー及び食育推進チー

ムを中心とした指導体制を一層充実させ、望ましい食生活を含めた基本的な生活習慣の形

成を促進する。

(15) 定期健康診断及び計画的な保健指導を通して、子供たちが、心身の機能の発達と心の健

康、健康と環境、疾病の予防等についての正しい知識を身に付け、生涯を通じて自らの健

康を適切に管理し、改善していけるようにする。

(16) 「学齢期 歯の健康づくり推進プラン（平成２５年７月）」に基づき、学校や関係機関

と連携して、児童・生徒の歯及び口腔の健康づくりに関する施策を推進する。

(17) 「学校防災計画」、「安全指導計画」を踏まえ、計画的に安全指導や避難訓練を実施する

とともに、保護者、地域、警察等と連携したセーフティ教室、交通安全教室、地域安全マッ

プの作成などを通して、子供たちが安全に関する情報を正しく判断し、自他の危険を予測

し、回避する能力や、他者や社会の安全に貢献できる資質や能力を身に付けることができ

るようにする。

(18) 家庭、地域、関係機関等と連携し、安全マップの作成等地域の実態に応じた学校の安全

教育の充実を図るとともに、スクールガード・リーダーに委嘱した地域在住の警察ＯＢ等

の安全及び防犯の専門家による各小学校及び通学路の巡回を実施し、学校における安全管

理を推進する。
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また、小学生による下校時の見守り放送や、地域住民の協力の下に組織された「子供安

全ボランティア」に対する、物品貸与や講習会の開催を通じて、子供の登下校時の安全を

確保する取組を推進する。

(19) 社会の変化への対応の視点から、各教科等を横断して改善すべき事項についての指導の

推進を図るとともに、総合的な学習の時間の指導の一層の充実を図る。

(20) コンピュータや電子黒板などＩＣＴ機器の有効な活用を図り、子供たちが意欲的に学習

に取り組めるようにするとともに、情報活用能力や情報モラルを身に付けさせる指導の充

実を図る。

(21) 各教科等を通じて、日本の伝統や文化、東京都や武蔵村山市の歴史と風土について学ぶ

機会の充実を図り、伝統や文化を尊重し、我が国と郷土を愛するとともに、国際社会の平

和と発展に貢献しようとする態度を育む教育を推進する。

また、アメリカ合衆国ハワイ州の現地小学校をはじめ、東南アジア諸国の現地小学校等

との交流を通して、国際理解教育の充実を図る。

（22） 英語を通じて、言語や文化についての理解を深め、積極的にコミュニケーションを図

ろうとする態度を育成するため、各学校におけるＡＬＴの活用を一層推進する。

また、小学校においては、学習指導要領の趣旨を踏まえ、英語活動の時間を適切に設

定し、文部科学省作成「Hi,friends!」及び「武蔵村山市立小学校英語活動モデルカリキュ

ラム」を活用して、学級担任とＡＬＴや英語活動支援員との連携により、英語の音声や

基本的な表現に親しませながら、子供にコミュニケーションの素地を養う指導の充実を

図る。

（23） 子供に勤労観・職業観を育み、主体的に進路を選択する能力や態度を育成するため、

各学校における「キャリア教育全体計画」に基づき、小学校段階から組織的、系統的な

キャリア教育を推進する。

特に中学校では、職場体験を充実させ、生徒に働くことの意義について理解を深めさ

せる。

（24） 子供たちが、環境・開発等の地球規模の課題を自らの問題として捉え、人間を含む生

物の未来のために、自分ができることを考え、実践していく力を身に付け、持続可能な

社会の創造に寄与しようとする態度を育成する。

（25） 「第三次武蔵村山市特別支援教育推進計画（平成２５年２月策定）」に基づき、各学校

における特別支援教育の一層の充実を図りつつ、「第四次武蔵村山市特別支援教育推進

計画」を策定する。

① 特別支援教育コーディネーター及び校内委員会を中心とした組織全体による支援体

制を構築するとともに、教員の研修を充実させる。

また、武蔵村山市特別支援教育専門委員会、武蔵村山市特別支援教育連携協議会及

び特別支援教育巡回相談制度を通じて、関係機関等との連携を推進し、早期発見・早

期連携・早期支援に向けた体制を充実させる。

② 子供一人一人の障害等の実態に応じて、特別支援教育支援員を配置し、子供がその

能力を最大限に伸長できるようにする。

③ 武蔵村山市就学支援委員会及び武蔵村山市難聴学級・言語障害学級・情緒障害学級

入級支援委員会を通じて、子供一人一人の能力や可能性を最大限に伸長するための支
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援を推進する。

④ 保護者との連携により、子供の在籍学級にかかわらず、個別の支援が必要な子供に

対する「個別指導計画」及び「個別の教育支援計画」の作成を推進し、子供一人一人

の実態を踏まえた個別の指導・支援を一層充実させる。

⑤ 「就学支援シート」及び「個別の教育支援計画」の活用を通して、幼稚園・保育所

と小・中学校の連携を推進し、長期的視点による特別支援教育の在り方を検討する。

⑥ 特別支援学級に在籍する子供と、通常の学級に在籍する子供との交流及び共同学習

を計画的に推進し、障害の有無にかかわらず、子供同士が日常的にふれあい、共感す

ることができる環境づくりを推進する。

⑦ 通級指導学級における指導の充実を図るとともに、各学校における個別の指導・支

援の在り方を検討することを通して、通常の学級に在籍する子供に対する個別指導と、

集団適応への支援を推進する。

⑧ 都立村山特別支援学校及び都立羽村特別支援学校と連携を図り、同校の教員からの

助言を、子供たちに対する個別支援や授業改善に生かすとともに、副籍制度を活用し

て、子供相互の交流を一層推進する。

（26） 不登校の予防と不登校の子供に対する学校復帰支援については、各学校が、スクール

カウンセラーを含む教職員全体による組織的な対応と、教育相談室及び適応指導教室と

の密接な連携により、保護者との信頼関係に基づいて、その解決を図るよう努める。

（27） いじめ、暴力、非行、情緒の不安定、学校への不適応等、子供の多様な課題に対応す

るため、互いに認め合い、共に学び合う環境づくりを推進するととともに、スクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカー、教育相談室相談員や関係諸機関と連携しな

がら、学校組織全体による教育相談体制を構築し、子供一人一人へのきめ細かな指導・

支援を実現させる。

（28） 義務教育９年間を通して、系統的・継続的な教育活動を全校で展開するため、各学校

において「武蔵村山市小中一貫教育カリキュラム改訂版（平成２４年５月改訂）」を活

用した授業を実施するとともに、小中連携教育推進委員会、中学校区ごとの校内研究等

による授業交流を通して、小・中学校教員の指導観の一貫を目指した小中一貫教育及び

小中連携教育を推進する。

また、新たに第七小学校及び第四中学校を施設隣接型一貫校としてプレ開校し、平成

２８年４月、本開校を目指すとともに、施設分離型を含めた小中一貫教育の充実を図る。

（29） 体験活動、行事、教職員の連絡会や研修会等を通して、幼稚園・保育園と小・中学校

の交流を推進するとともに、「幼稚園幼児指導要録」、「保育要録」、「就学支援シー

ト」等を活用して、子供の成長の継続的な支援を実現するため、幼稚園・保育園及び小

学校教員間の一層の連携を図る。

（30） 子供たちが、自ら学び、主体的に判断し、創造力豊かに、よりよく問題を解決するこ

とができるようにするために、各学校が校長の学校経営方針に基づき、特色ある学校づ

くりを推進するとともに、一校一研究の趣旨を踏まえた校内研究の計画的な推進を通し

て、組織的に指導の工夫・改善を推進し、その成果を市内全校に還元する。

（31） 中学校における部活動外部指導員の効果的活用を通して、生徒の部活動加入率を向上

させ、部活動の一層の活性化を図る。
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【基本方針２ 学校・家庭・地域の連携強化】

我が国と郷土の未来を切り拓くために行われる子供たちのための教育が、一層効果的

に行われるようにするために、学校・家庭及び地域社会が、それぞれの機能を十分に発

揮して、その責任を果たすとともに、これまで以上に連携を強化することが求められる。

そのために、開かれた学校づくりを推進するとともに、社会全体で子供たちを育てる

仕組みの構築を図る。

（１） 市内全小・中学校の学校運営協議会が、中学校区を基盤に連携し、情報を共有すると

ともに、切磋琢磨しながら、地域に開かれた特色ある学校づくりを推進する。

（２） 各小・中学校においては、一斉学校公開週間等、保護者・市民への授業等の公開を通

して、教育活動の成果と課題についての意見を聴取し、教育活動の改善に努めるととも

に、各学校の教育活動に対する一層の理解と協力を得る機会とする。

（３） 「東京都教育の日」に係る各学校における事業、「教育のつどい」等の教育委員会主

催事業の機会を通して、保護者や市民の教育に対する関心を一層高めるとともに、学

校・家庭・地域がそれぞれの責任を果たしながら、連携して、子供たちの健全育成を図

ることができるようにする。

（４） 地域全体で学校教育を支援するための学校と地域との連携体制の構築を図るため、学

校支援地域本部の設置について検討する。

（５） 放課後に子供たちの安全で健やかな居場所づくりを推進するため、「放課後子ども教

室」の推進を図る。

また、放課後子ども総合プランに基づき、学童クラブとの一体型を推進する。

（６） 保護者が、子の教育の第一義的責任を有することを基本とし、「家庭における５つの

実践」啓発パンフレット、学力向上推進委員会作成の「レッツ・チャレンジ」、体力向

上推進委員会作成の「レッツ・トライ・スポーツ」、東京都教育委員会作成の生活リズ

ム教材「そうだ、やっぱり 早起き・早寝！」、各学校で作成した啓発資料等の活用を

図ることを通して、学校と家庭が連携して、子供たちが基本的な生活習慣、学習習慣、

規範意識、思いやりや自尊感情などを身に付けることができるようにする。

（７） 地域住民等によるスクールガード・リーダー、子供安全ボランティア等による登下校

時の安全見守りや防犯パトロール活動を充実させるとともに、学校における定期的・計

画的な学校施設等の安全点検を徹底させることにより、学校及び地域における子供たち

の安全確保を一層推進する。

【基本方針３ 教育の質の向上と教育環境の整備】

保護者や地域から信頼される学校づくりを実現するために、教員が、自らの資質や能

力を向上させるとともに、成果と課題の検証に基づき、教育活動の改善を図ることが求

められる。

そのために、教員対象の研修や、校内における人材育成のための組織を確立するとと

もに、学校評価に基づく経営改善を推進する。

また、学校における教育活動の効果を一層高めるために、施設、教育機器等の教育環

境の整備を推進するとともに、諸制度の充実を図る。
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（１） 若手教員育成研修・１０年経験者研修などの法令研修はもとより、校内における研究

授業・研修、夏季休業期間等の研修会、小・中学校授業実践交流会、小・中学校教育研

究会等の様々な教員研修を充実させ、教員の意識改革を図るとともに、授業、生活指導、

教育相談、その他の教育課題等に係る指導力や資質を一層向上させる。

（２） 各学校の教育目標の達成及び学校経営方針の貫徹に向け、各学校においては、進行管

理表に基づく管理職等の進行管理を徹底し、学校組織全体で、教育活動の推進に当たる。

（３） 各学校における事案決定規程に基づき、校長・副校長・主幹教諭・指導教諭及び主任

教諭による組織マネジメントの強化を図るとともに、ＯＪＴ責任者、ＯＪＴ担当者及び

各教員の経験等に応じて身に付けさせる力等を明確にして、組織的・計画的に、校内に

おけるＯＪＴを推進し、学習指導、生活指導、進路指導、外部との連携・折衝、学校運

営、組織貢献などに係る教員の資質向上を図る。

（４） 各学校において年度当初に策定される「学校評価計画表」で示された中期及び短期経

営目標、具体的方策に基づき、努力指標及び成果指標の上位達成を目指して、組織的・

計画的に教育活動を推進するとともに、中間及び年度末の自己評価と学校関係者評価の

結果を踏まえ、教育活動の一層の改善を図る。

また、これらの評価結果を保護者・市民等に公表するとともに、その結果を踏まえた

改善策を次年度の教育課程に反映させ、ＰＤＣＡサイクルの確立を図る。

（５） 学校における組織的な危機管理を進めるために、危機への対応について定めた「武蔵

村山市立学校危機管理対応マニュアル」を基に、学校の特性に応じたマニュアルを作成

するとともに研修などを実施し、教職員一人一人の危機管理に対する意識を高める。

（６） 教育委員会が行う事務事業について点検及び評価を行い、有識者の意見を踏まえ、「教

育委員会事務事業点検・評価報告書」を作成し、市議会及び地域住民に対して公表する

ことにより、諸事業の成果と課題についての説明責任を果たすとともに、教育行政の今

後の方向性を明らかにし、効果的な教育行政の推進を図る。

（７） 各学校の校庭に整備された芝生を、各学校に設置したグリーン・サポーターを中心に

適切な維持管理を行うとともに、環境教育、情操教育、体力向上等の視点から、芝生を

有効に活用した教育活動を推進する。

（８） 温室効果ガスを抑制し、環境にやさしい自然エネルギーを活用したエコスクール化を

図るため、各小・中学校を対象とした太陽光パネルの設置について推進するとともに、

子供たちが、環境保全への意識を高めることができるよう、指導の充実を図る。

（９） 中学校学習指導要領に基づき、保健体育における武道・ダンスの指導の充実を図るた

め、武道場を整備し、研修等を通して、教員の指導力向上に努める。

（10） 情報の共有化、校務の効率化等を図るため、市立小中一貫校村山学園を除く小・中学

校への校務支援システムの導入について、引き続き検討する。

（11） 学校の教育活動の効果を一層高め、児童・生徒にとって望ましい教育環境を確保する

ため、「武蔵村山市立学校規模等適正化基本方針（平成２０年４月策定）」、「武蔵村

山市立学校少人数学級編制対応報告書（平成２３年７月提出）」等に基づき、学校規模

及び学級編制の適正化を推進する。

（12） 全小・中学校が学校事務の共同実施を行うことで、校務改善を推進し、教職員が児童

生徒と関わる時間をより一層確保し、教育活動の充実を図る。
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（13） 長期休業期間の弾力的な運用、振替休日を伴わない土曜授業の実施等により生み出さ

れた余剰時数の確保等、２学期制の成果を踏まえた３学期制を実施し、年間３回の節目

を利用して、子供たちが、学習活動や生活目標に関する振り返りを行い、新たな目標を

設定するとともに、幼・保・小・中・高の連携をはじめとした、特色ある教育活動を一

層推進する。

（14） 子供たちの心身の健全な発達に資するため、引き続き安全・安心でバランスのとれた

おいしい学校給食を提供する。

また、老朽化した武蔵村山市立学校給食センターに代わる新たな学校給食センターの

整備の具体化と合わせ、小学校学校給食調理等業務の民間委託の実施について検討する。

中学校学校給食調理等業務については、引き続き民設民営の委託方式を継続し、業務

の適正な運営を監理する。

（15） 学校におけるアレルギー疾患対策については、「学校のアレルギー疾患に対する取り

組みガイドライン（日本学校保健会）」に基づき実施しているが、万一、児童・生徒が

アレルギー症状を発症した場合には、「食物アレルギー緊急時対応マニュアル（東京都）」、

「武蔵村山市立学校アレルギー疾患への対応マニュアル」及び「緊急（アナフィラキシー

発症）時対応のフローチャート（掲示用）」に基づき、全ての教員が迅速かつ的確に対応

し、児童・生徒の安全確保に努める。

（16） 社会全体で次代を担う人材を育成する主旨に基づき、保護者の経済的負担を軽減する

ため、引き続き奨学金制度を推進する。

【基本方針４ 自己実現を目指す生涯学習の推進】

あらゆる場所における学習を通して、市民一人一人が、自己の人格を磨き、互いに支

え合いながら豊かな人生を送ることができるようにするとともに、我が国と郷土を愛し、

主体的に社会の発展に寄与しようとする気持ちや態度を育む生涯学習社会の実現が求め

られる。

そのために、市民が生涯を通じて、自ら学んだり、伝統や文化に触れたり、スポーツ

に親しんだりすることができる多様な学習機会の充実を図る。

（１） 市民の主体的な学習活動の支援を一層充実させるため、「武蔵村山市第三次生涯学習推

進計画（平成２３年３月策定）」に基づき、学習施設等予約システム及び生涯学習情報

提供システムの導入を図るとともに、生涯学習センター（仮称）の整備等を検討する。

また、武蔵村山市第三次生涯学習推進計画が平成２７年度で終了することから、「武

蔵村山市第四次生涯学習推進計画」を策定し、引き続き市民の生涯学習の支援の充実

を図る。

（２） 市民の自主的な社会参加活動を促進するため、「出前講座」の内容の充実を図るとと

もに、学習・交流の機会の拡充、情報の収集・提供、学習相談の充実を図る。

また、市民主体による体験発表・体験学習・世代間交流の場としての「生涯学習フェ

スティバル」、学校週５日制に対応する事業として「土曜日チャレンジ学校」への支援

を行う。

（３） 子供たちが進んで読書をしようとする意欲や態度を育むため、「第二次武蔵村山市子
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供読書活動推進計画（平成２４年３月策定）」に基づき、「ブックスタート事業」及び

「おはなしの会」等の充実を図る。

また、学校図書館との連携を強化し、団体貸出、読書相談及び資料相談等の読書活動

に関する施策を推進するため、「武蔵村山子供読書活動推進連絡会」を開催し、子供の読

書環境の充実に努める。

（４） 市民の読書活動をより一層推進するため、視聴覚資料を含めた幅広い図書資料の収集

に努める。また、市民の図書館利用を促進し、読書への喚起を促すために、子供や保護

者向けの推薦図書リストの作成、新着図書展示やテーマ展示などを行う。

（５） 現行の図書館総合情報システムについては、更新から６年を経過したことから、シス

テム機器等の入替を行い利用者の更なる利便性の向上に努める。

（６） 「武蔵村山市スポーツ推進計画（平成２４年３月策定）」に基づき、地域の現状や市

民のニーズを的確に捉え、本市生涯スポーツ施策の総合的かつ計画的な推進を図る。

（７） 総合体育館を拠点として、スポーツ・レクリエーション事業の拡充を図り、市民の健

康・体力づくりを推進する。

また、全ての市民が、様々なスポーツをいつでも体験できるよう、地域のアイデアで

自主的に運営される「総合型地域スポーツクラブ」を支援するとともに、総合体育館及

び体育施設における施設予約システムの充実を図る。

（８） 「スポーツ都市宣言」の理念を踏まえ、スポーツを通じて市民が豊かで健康的な生活

を営むことにより、賑わいと活力あるまちづくりを進めるため、スポーツ・レクリエー

ションに関する施策の充実を図る。また、スポーツ少年団（仮称）を創設し、スポーツ

を通じた青少年の健全育成を推進する。

（９） 学校をはじめとする教育施設は、市民の共有財産であるとの観点から、学校施設の開

放や施設の一層の効率的な管理・運営を図る。

（10） 武蔵村山市に伝わる有形・無形の文化財の保護に努めるとともに、歴史民俗資料館収

蔵資料の展示・公開や歴史講座など、各種講座・教室の実施により、市民の文化財保護

に対する意識の高揚を図る。

（11） 歴史民俗資料館分館を建設し、陸軍少年飛行兵学校関連の資料等を展示することによっ

て、新たな武蔵村山市の歴史等の学習の場として整備する。

（12） 青少年健全育成の指針となる「武蔵村山市青少年健全育成基本方針」に基づき、青少

年の心身共に健やかな成長に資するため、青少年健全育成に関する諸事業を推進する。

特に、青少年の健全育成のための良好な環境の確保及び非行防止を目的として発足し

た「青少年健全育成協力店指定制度」の充実を図る。

また、青少年の健全育成に係る包括的資料としての「武蔵村山の青少年」を活用し、

関係機関と連携を図りながら、諸事業を積極的に推進する。

（13） 市民が生涯学習に幅広く取り組むことができる機会を提供するため、各種講座の開設

等を通して、新たな文化の創造・交流の場の実現を図る。
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平成２６年度 武蔵村山市教育委員会の重点項目

学 校 教 育

【人権教育の推進】

「いじめ撲滅宣言」の趣旨を踏まえ、いじめを許さない、見逃さない指導を徹底させるとともにあ

らゆる偏見や差別をなくすために、全ての教育活動を通して人権教育を推進します。

【確かな学力の定着】

学校・家庭・教育委員会が相互に役割を果たし、児童・生徒に生きる力を育むため、学習指導要領

の趣旨を踏まえ、全ての児童・生徒の基礎的・基本的な知識・技能の習得と言語能力の向上を図るた

めの指導を充実させ、学力向上策を総合的に推進します。

【体力向上策の推進】

日常的に運動に親しむ児童・生徒の育成を目指し、体力向上策を総合的に推進します。

【特別支援教育の充実】

特別な教育支援や発達支援が必要な児童・生徒一人一人に対する適切な支援を一層充実させるため、

「第三次特別支援教育推進計画」に基づき、連続性のある適切な指導と必要な支援が行われるよう、

特別支援教育の充実を図るとともに、各学校における交流及び共同学習を推進します。

【小中一貫教育・小中連携教育の推進】

義務教育９年間を通して、児童・生徒に系統的・継続的な指導を行うため、小・中学校教員の指導

観の一貫を目指した小中一貫教育及び小中連携教育を推進します。

【コミュニティ・スクールの推進】

各学校で、学校・家庭・地域が連携して取り組むコミュニティ・スクールを活用し、地域に開かれ

た学校づくり及び特色ある学校づくりを一層推進します。

【学校評価の充実】

各学校の自己評価及び学校関係者評価の充実を図るとともに、評価結果を保護者・市民等に公表す

ることにより、各学校における教育活動の一層の改善を図ります。

【学校施設・設備の整備】

環境に優しい自然エネルギーを活用したエコスクール化を図るため、太陽光パネルの設置を計画的

に推進します。また、環境教育、情操教育、体力向上の視点から、各学校の校庭に整備された芝生を

有効に活用し、教育活動の充実を図ります。

【学校給食の充実】

子供たちの健全な発育のため、安全・安心でバランスのとれたおいしい給食の提供を行います。ま

た、アレルギー疾患への対策については、マニュアル等の定着を図り、誰もが迅速かつ的確に対応で

きるように努め、子供たちの安全確保を図ります。

生 涯 学 習

【生涯学習情報の提供と学習機会の充実】

生きがい、ふれあいを育む生涯学習を支援するための指針となる「第三次生涯学習推進計画」に基

づき、生涯学習情報の提供や学習機会の充実を図るなど、「いつでも」「どこでも」「だれでも」自発

的に学習活動や表現活動のできる環境づくりを推進します。

【家庭教育の支援】

子育てにおける家庭教育の重要性についての普及・啓発活動に努めるとともに、家庭の教育力を高

めるため、家庭教育講座を充実します。

【スポーツの推進】

「スポーツ推進計画」に基づき、市民のスポーツを総合的・計画的に推進し、スポーツを通じて賑

わいと活力あるまちづくりを進めるため、「スポーツ都市宣言」を行います。

【図書館運営の充実】

子供たちが進んで読書をする意欲や態度を育むため、「第二次子供読書活動推進計画」に基づき、

読書活動に関する施策を充実します。また、学校図書館と十分な連携・協力を図るとともに、近隣市

町の図書館との相互利用の拡充を図ります。

【文化財の調査、保護・活用】

市内に残る文化財の保護や市内に所在する文化財の調査を実施し、文化財の適正な保護・保存に努

めます。また、歴史民俗資料館収蔵資料の展示・公開や歴史講座等を実施し、文化財保護思想の普及

啓発を促進します。

【青少年の健全育成の推進】

「青少年健全育成基本方針」に基づき、学校・家庭・地域・行政が相互に連携・協力しながら、青

少年育成団体への支援や、市内一斉クリーン作戦などの各種行事を通した地域との交流、青少年健全

育成協力店指定制度の推進など、青少年健全育成に関する諸事業を推進します。

資料 ２
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資料 ３
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教育部各課（館）の事務分掌

（平成２７年４月１日現在）

教育部

教育総務課

(1) 教育委員会の会議に関すること。

(2) 事務局職員の任免、分限、服務、賞罰その他人事に関すること。

(3) 教育委員会に関する規則その他の規程の制定及び改廃に関すること。

(4) 他の機関との連絡調整に関すること。

(5) 儀式、褒賞及び表彰に関すること。

(6) 公告式に関すること。

(7) 文書の収受及び発送に関すること。

(8) 所掌事務に係る広報に関すること。

(9) 教育予算の調整に関すること。

(10) 請願及び陳情に関すること。

(11) 中部地区会館の貸出しに関すること。

(12) 児童・生徒の就学、転学、退学その他学籍に関すること。

(13) 通学区域に関すること（特別支援教育に係るものを除く。）。

(14) 学級編成に関すること。（特別支援教育に係るものを除く。）。

(15) 学齢簿の整備に関すること。

(16) 児童・生徒の教育扶助に関すること。

(17) 独立行政法人日本スポーツ振興センターが行う災害共済給付等に関すること。

(18) 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。

(19) 市町村立学校職員給与負担法(昭和23年法律第135号)第1条に規定する職員(以下「教職

員」という。)及び児童・生徒の保健衛生、安全の確保等に関すること。

(20) 教育施設の整備に関すること。

(21) 教育財産の管理及び廃止に関すること。

(22) 学校教育施設の調査及び研究に関すること。

(23) 公立学校施設台帳に関すること。

(24) 余裕教室に関すること。

(25) 地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条の2の規定により管理運営の委任を受けた施

設の整備に関すること。

(26) 教育委員会の教育目標、基本方針等教育計画に関すること。

(27) 教育に関する重要施策の形成に関すること。

(28) その他教育施策に係る企画及び調査研究に関すること。

(29) 他の課に属さないこと。

(30) 部内の連絡調整及び部内の庶務(学校給食課に係るものを除く。)に関すること。

資料 ４
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教育指導課

(1) 教育指導方針及び教育課程に関すること。

(2) 教科用図書及び教材に関すること。

(3) 教育経営、学習指導、生活指導の指導助言に関すること。

(4) 移動教室、音楽・演劇鑑賞教室及び学校行事の指導助言に関すること。

(5) 学校教育の研究に関すること。

(6) 教育相談に関すること。

(7) 就学相談に関すること。

(8) 特別支援教育に係る支援体制の推進・整備に関すること。

(9) 特別支援学級に係る児童・生徒の通学に関すること。

(10) 特別支援学級の学級編成に関すること。

(11) 特別支援教育に係る普及啓発に関すること。

(12) 特別支援教育に係る各種委員会等に関すること。

(13) 特別支援教育に係る児童・生徒の指導に関すること。

(14) 教育センターに関すること。

(15) 都費負担教職員（以下「教職員」という。）の研修及び指導に関すること。

(16) 教職員の任免、服務、身分取扱等の人事に関すること。

(17) 教職員の給与、旅費及び公務災害補償に関すること。

(18) 教職員の福利厚生に関すること（他の課に属するものを除く。）

(19) 都費による時間講師、再任用職員及び嘱託職員等の任免に関すること。

(20) 教職員の職員団体に関すること。

(21) 教育実習に関すること。

(22) 教育情報及び研究研修資料の収集及び整理に関すること。

(23) 情報技術の活用等による教職員の校務の支援に関すること。

(24) 教育情報化の推進に関すること。

(25) その他教職員に関すること。

学校給食課

(1) 学校給食に関すること。

(2) 学校給食運営委員会に関すること。

(3) 学校給食センターの維持管理に関すること。

(4) 食育の推進に関すること。

(5) 学校給食調理業務の民間委託に関すること。

(6) 課内の庶務に関すること。

文化振興課

(1) 生涯学習及び社会教育の総合計画及び推進に関すること。

(2) 社会教育委員に関すること。

(3) 公民館運営審議会に関すること。

(4) 青少年問題協議会に関すること。
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(5) 公民館の管理に関すること。

(6) 市民会館に関すること。

(7) 学習等供用施設(さいかち地区学習等供用施設、中部地区学習等供用施設及び雷塚地区

学習等供用施設を除く。)の施設の維持管理に関すること。

(8) 地区会館(さいかち地区会館及び中部地区会館を除く。)の運営管理に関すること。

(9) 地区集会所の管理に関すること。

(10) 教育センターの生涯学習活動室の運営管理に関すること。

(11) 文化財に関すること。

(12) 文化財保護審議会に関すること。

(13) 歴史民俗資料館の管理に関すること。

(14) その他文化振興に関すること。

スポーツ振興課

(1) 社会体育の総合計画及び推進に関すること。

(2) スポーツ推進委員及び地区体育推進員に関すること。

(3) スポーツ、レクリエーション等の振興に関すること。

(4) 総合体育館及び体育施設に関すること。

(5) 学校体育施設の開放に関すること。

(6) その他スポーツ振興に関すること。

図書館

(1) 図書館協議会に関すること。

(2) 公印の管守に関すること。

(3) 文書の収受及び発送に関すること。

(4) 図書館の管理に関すること。

(5) 図書館資料の選定、収集、整理及び保存に関すること。

(6) 図書館資料の閲覧及び貸出しに関すること。

(7) 読書案内及び読書相談に関すること。

(8) 読書会等の開催及び奨励に関すること。

(9) 調査、統計及び広報に関すること。

(10) 図書館の庶務に関すること。

(11) 武蔵村山市立学習等供用施設のうち地区図書館の運営管理に関すること。

(12) 武蔵村山市立雷塚地区学習等供用施設及び武蔵村山市公民館中久保分館の維持管理に

関すること。

(13) 前各号に掲げるもののほか図書館に関すること。



① 人権教育の推進

② 道徳教育の充実

③ 体験活動の充実

④ 確かな学力の定着

⑤ 読書活動の推進と言語能力の育成

⑥ 体力向上策の推進

⑦ 食育の充実

⑧ 心と身体の健康管理の充実

⑨ 安全教育の充実

⑩ 情報教育の充実

⑪ 国際理解教育の充実

⑫ 日本の伝統・文化教育の充実

⑬ キャリア教育の充実

⑭ 特別支援教育の充実

⑮ 不登校への対応・適応指導の充実

⑯ 教育相談体制の構築

⑰ 小中一貫教育・小中連携教育の推進

⑱ 一校一研究の推進

⑲ 部活動等の充実

⑳ コミュニティ・スクールの推進

㉑ 一斉学校公開の実施

㉒ 学校支援地域本部の設置

㉓ 放課後子供教室の推進

㉔ 家庭教育の支援

㉕ 児童・生徒の安全確保

㉖ 教職員研修・研究の充実

㉗ 授業改善の推進

㉘ 人材育成の推進

㉙ 学校評価の充実

㉚ 学校施設・設備の整備

㉛ 教育機器・教材の整備

㉜ 学校ＩＣＴ環境の整備

㉝ 学校規模適正化の推進

㉞ 通学区域と２学期制・中学校学校選択制の展開

㉟ 学校給食の充実

㊱ 奨学金制度の推進

㊲ 生涯学習の推進

㊳ 生涯学習情報の提供と学習機会の充実

㊴ 生涯学習施設・設備の整備

㊵ 図書館運営の充実

㊶ スポーツの推進

㊷ スポーツ施設・設備の整備

㊹ 青少年活動の推進

㊺ 地域との連携強化

㊻ 指導・相談・支援体制の充実

武蔵村山市教育振興基本計画　施策の体系

（４）青少年の健全育成

（５）個に応じた支援と指導の充実

（３）
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（１）教職員の資質の向上

教育環境の整備

学校経営力の充実

（６）特色ある学校づくりの推進
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（１）開かれた学校づくりの推進

（４）
社会の変化に対応できる力を育
む教育の推進

（２）学力向上策の推進

（３）
健康な身体や体力を育む教育の
推進

施策展開の方向 基本施策 具体的施策
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重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点



  

主要施策・主要事業

人権教育の推進、人権教育全体計画の作成と人権諸課題に関する指導の充実

道徳授業及び道徳授業地区公開講座の充実、各教科等における道徳教育の推進

小学校での稲作体験の実施、小学校での移動教室の実施、小・中学校での生産体験の実施、中学校での移動教室・修学旅行の実施

学力調査の実施、授業改善推進プランの作成・活用、漢字検定の実施、個に応じた指導の実施（少人数指導・習熟度別指導・ティームティーチング）、
教育ボランティアの派遣、小学校補助教員の派遣、中学校非常勤講師の派遣、健全育成支援員の配置

朝の全校一斉朝読書の実践、読み聞かせの実践、学校図書館の利用促進、学校司書の配置と活用の推進

一校一取組・一学級一実践の推進、東京都統一体力テストの実施・分析、体力向上に向けた指導法の工夫・改善

食育推進計画の推進

定期健康診断・就学時健康診断の実施、保健指導の充実

学校安全計画の作成と安全指導の充実、避難訓練の実施、保護者・地域との連携による安全確保体制の確立、セーフティ教室の開催、地域安全マップの
作成、スクールガードリーダーによる学校安全巡回指導、交通安全教室・自転車安全教室の実施

小・中学校コンピュータ等の活用の推進、情報活用能力の育成

ＡＬＴ（外国語指導助手）の派遣、小学校英語活動支援員の配置、帰国子女等指導助手の配置、国際姉妹校との連携・ＡＥＦＡワンコイン・スクールプ
ロジェクトへの参加

各教科等における日本の伝統・文化教育の推進、体験活動を通した日本の伝統・文化教育の実施、地域との連携による伝統・文化教育の推進

キャリア教育全体計画の作成と各教科等におけるキャリア教育の推進、中学校での職場体験活動の実施、教育ボランティアの活用

特別支援教育支援員の配置、巡回相談員の配置、特別支援教育研修の充実、就学支援シート作成・実施、個別の教育支援計画・個別指導計画の作成・実施、第三次
特別支援教育推進計画の策定、特別支援教育推進組織の設置、交流及び共同学習の推進、個別学習室における個別指導の推進、通級指導学級における指導の充実

適応指導教室事業の充実、スクールカウンセラーの配置、スクールソーシャルワーカーの派遣、「不登校カルテ」の作成と情報連携

教育相談の充実、学校教育相談体制の確立、教育相談研修の実施

各小・中学校における小中一貫教育カリキュラムの活用、小中一貫教育の教育効果の検証、小中一貫教育の市民・保護者等に対する周知・啓発、幼保小
中等連携の推進

文部科学省・東京都教育委員会・武蔵村山市教育委員会事業等に係る指定校・推進校・奨励校等による校内研究の推進と予算の効果的な活用

中学校における生徒の部活動加入の推進、部活動外部指導員の派遣

コミュニティ・スクールの推進、学校運営協議会発表会の実施、コミュニティ・スクール講演会の開催、学校評議員制度の活用

一斉学校公開等の実施

学校支援地域本部の設置

放課後子供教室の設置・推進

「家庭の日」啓発事業の実施、家庭教育講座の実施、家庭教育の啓発資料の配布

登下校時の安全見守りの推進、防犯パトロールの推進、学校施設の安全点検の徹底

指導力向上に向けた各種教職員研修の実施、校内研修の推進、授業実践交流会の実施、教育センターの機能強化、小中学校教育研究会への支援の充実

授業改善推進プランの作成・活用【再掲】

ＯＪＴの推進、主幹教諭及び主任教諭の育成・活用、人事考課制度を活用した人材育成の推進

学校経営方針の作成・推進、学校評価による経営改善の推進、学校関係者評価委員会の活用、ＰＤＣＡサイクルの徹底

学校施設（校舎・体育館、プール等）・設備の改修、中学校武道場の整備、校庭芝生化の推進、普通教室の冷房化の推進、学校施設への太陽光パネルの
設置

教育機器・教材等の整備、高額備品等の整備

教育用・教職員用コンピュータの整備、校内ＬＡＮの整備、校務支援システムの導入、就学援助システムの改修

学校規模等適正化基本方針の改訂、少人数学級編制への対応

通学区域の再編、２学期制の実施、中学校学校選択制の実施

学校給食の充実、小学校学校給食調理等業務の民間委託の検討、学校給食費会計の公平化・公正化

奨学金制度の推進

第三次生涯学習推進計画の推進、指導者の育成と人材の活用、青少年リーダーの養成

出前講座の充実、市民講座の実施、生涯学習ガイドブックの発行、学習情報提供システムの整備

市民会館の整備、学習等供用施設の整備、生涯学習センター（仮称）整備の検討、市民会館の適正な管理運営

第二次子供読書活動推進計画の推進、図書館の整備、図書館総合情報システムの推進、近隣市町と連携した図書館の相互利用の推進、学校図書館との連
携

スポーツ推進計画の推進、地域スポーツの振興、総合型地域スポーツクラブ設立の支援、国民体育大会リハーサル大会の開催、国民体育大会の開催

総合運動公園等の整備、総合体育館の適正な管理運営、体育施設の整備・充実、校庭・屋内運動場開放の推進

青少年健全育成基本方針の推進、青少年育成団体への支援、青少年リーダーの養成【再掲】、屋外体験活動の充実、青少年の地域交流の推進

青少年補導連絡会によるパトロール等の推進、青少年健全育成協力店指定制度の充実

子供健全育成サポート事業の実施、スクールカウンセラーの配置【再掲】

文化財の調査・研究、文化財の保護の充実、関係団体・人材の育成、歴史民俗資料館の整備・充実
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